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複合文化における日本型経営
一マレーシアの目系企業一
川　邊　信　雄
1．　はじめに
　1985年秋のrプラザ合意（G5）」以後の急速な円高により，国内での生産で
は競争カを失った輸出志向企業を中心に，目本企業は海外へ生産拠点を移しつ
つある。1971年のスミソニアソ協定による円高以後は，韓国・台湾を中心とす
るアジアNIESへの日本企業の投資が進行したが，今回の円高では，この
1970年代の海外進出と比べて，アジァNIESと並んでアセアン地域への進出
が活発化しているのが特徴といえる。というのは，台湾，韓風香港，シソガ
ポールのアジァNIESでは，好調な経済発展や輸出を反映して，通貨レート
の切り上げ，賃金の高騰，さらに特恵関税の廃止といった間題に直面しつつあ
り，従来の競争力を失いつつあるからである。
　この結果，日本企業はもちろん，台湾や韓国といったNIESの企業までも
新Lい円高の時代に対応するために海外投資を開始L，アセアソ諾国への投資
が活発化しているのである。このよう在変化の中で，タイヘの日本企業の集中
的な進出の陰であまりめだたなかったマレーシアヘの日本企業の投資が過去数
年急増している。
　マレーシアは多民族国家で，人口1，600万のうち，マレー系57％，中国系32
劣，インド系11％，その絶という構成になっている。多民族であるため，宗教，
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文化，言語も多様であり，杜会構造がきわめて複雑であり，その上マレーシア
は長い間イギリスの植民地であったため，現在でもイギリスの影響（British
Standard＝BS）が強く残っている。
　目本企業の海外進出は，マレーシアヘの進出も含め，後発型と規定すること
ができ，日本企業はこの後発による間題点を抱えている。例えぱ，日本企業が
アメリカやヨーロッパヘ進出する場合には，すでに経営管理考から現場の労働
者まで西欧的なスタソダードに基づく経営管理システムを確立しているところ
で企業経営を行わなげれぱならたい。後発国として工業化を始め，非西欧的な
独自の経営管理システムを確立した日本企業は，このいわゆる目本型経営を海
外進出にあたって持ち込むことになる。そこでは，日本型経営が現地の経営シ
ステムと対立し，その対立を解決するために両システムの融穐がはかられる。
もちろん，両システムは両国の文化的背景のもとに生まれたものであることは
いうまでもない。Lたがって，両システムの融和の過程で生まれる混合システ
ムは両国の文化の融合であり，この混合文化を第三の文化ということができ
る。
　一方，日本企業がマレーシアのようた植民地経験を持ち，複合民族国家であ
る発展途上国へ進出する場合にはいかなる間題が生じるのであろうか。マレー
シアの場合は，イギリスの植民飽とLての歴史が長く，官僚システムを中心に
杜会の申流，組織の中問管理老以上の人々にはイギリスの基準，B　Sが定着し
ている。ところが，工業化の経験が浅いために産業企業の経営管理システム，
とりわけ生産活動の管理システムは確立Lていたい。Lかも，サブ・カルチャ
ーとしてマレー系，中国系，イソド系の人々の文化が存在する。そのために，
日本企業がマレーシアに進出する場合の問題は，アメリカやヨーロッパヘ進出
する場合のみならず，周辺のタイやイソドネシアヘ進出する場合とも異なる。
　Lかも，日本企業の投資が活発化しているにもかかわらず，タイやイソドネ
シアやシンガポールに比べてマレーシアにおける日系企業の経営活動に関する
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研究は少たい。ωしたがって，本稿では　（1）マレーシアヘの日系企業の投資の
推移と特徴，（2）日系企業の技術移転や日本型経営の適応・変容，（3）日系企業
の間題点について考察する。とくに，日系企業がマレーシアに進出して，技
術・経営移転を行い混合文化を形成するメカニズムを，コミュニケーション手
段によって説明しようとする。そのために，目本型経営の構成要素と，これに
対応する現地人管理者・日本人管理老の価値観や行動様式はかれらの文化を反
映していることを前提として，それらの背後にある文化そのものの検討には立
ち入らないこととする。
　なお，本稿の分析は，クアラ・ルンプールにあるマレーシア日本人商工会議
所（JACTIM）に依頼して，1987年末から88年初めにかげて会員に送付したア
ンケート調査と87年から90年にかげて行なった4回の現地調査による。＝2〕
2．　目系企業の投資状況
　（1）日系企業の投資推移
　第二次大戦以前においても，石原産業を中心とした鉄鉱資源開発，犬戦中の
陸軍省の指示を受けた日本製鉄のマライ製鉄所など，マレーシアにおげる日本
の経済活動は大きく，マレーシアに屠住した日本人の数も多かった。しかし，
第二次大藪で敗北した日本は，マレーシアにおける経済利益をすべて失った。帽ヨ
　戦後間もなく，臼本のマレーシア鉄鉱石の輸入を中心に，日本とプレーシア
の聞には貿易関係は存在したが，日系企業のマレーシアヘの投資はまったくな
かった。この理由は，第一に日本が戦争で疲弊した経済を立て直すのに忙しか
ったこと，第二にマレーシアぱ戦争中の記憶から日本の投資を受け入れるよう
な雰囲気ではなかったこと，第三に日本がイソドネシアやフィリピソなど東南
アジア諸国との賭償協定をしており，これらの協定の決着をみるまでは投資政
策を打ち出すわけにはいか杜かったことによる。
　1950年代の後半になると，日本径済は復輿し，それによって原材料の供給源
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と製晶の販売市場を求めるようになり，同時に対米貿易収支の赤字に悩むこと
になった。これらの間題を解決するために，1957年に政権の座についた岸信介
によって，東南アジア外交政策の変化がもたらされた。その内容は，東南アジ
アと冒本の指導者層の相互訪閲によって目本のイメージの改善，東南アジアに
おげる反共の強化，および目本の経済外交の推進であった。ω
　こういった目本とマレーシアの関係の変化の中で，1957年に戦後のマレーシ
アにおける最初の合弁事業として繊維生産事業が始まった。しかし，この時期
の日系企業の進出として現在も存続している最も古いものは，1959年11月に現
地との合弁で，マレーシア最初の工業団地，ベタリング・ジャヤに設立された
マレックス・イソダリーズといわれる。当時マレーシアは1957年に英国から独
立したぱかりで，一次産品依存の産業を打ち出し，工業団地の造成や免税捲置
を講じて積極的に外資を誘致していた。また，戦後東南アジアヘセメントやス
レートを輸出Lていたノザワ（当時の野沢石綿セメソト）は，現地生産に切り
替えようとして海外工場設立の構想をもっており，マレーシアの外資誘致政策，
国内でスレート生産がなされていなかったことなどを考慮して，同国に進出し
たのである。㈲
　また，この時代にマレーシアに進出した代表的な例は，マレーシア味の素で
あろう。同杜は，1961年7月にクアラ・ルソプールに払込資本300万Mドルで
味の素の持株比率99，6劣で設立された。同杜の設立動機は，マレーシアのナシ
ョナリズムの高揚にもとづく工業化の流れの中で，それまで築いてきた市場の
防衛の必要性を予見したことである。また同時に，積極的に現地政府の工業化
促進政策に協力し，地域杜会に根づいた生産拠点の設立が必要であったからで
ある。
　味の素の場合人口の少ないマレーシア市場で一貫工場を建設し運営すること
は，資本集約的なグルタイソ酸ソーダエ場の最小経済規模を下回っていたため
に，当初は種々の困難が予想されていたようである。しかしながら，プロジェ
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クト関係奏の努力によって建設費の節減，新技術の開発による変動費低減策に
よるコスト・ダウソ，日本からの機器延べ払い輸出や長期貸付金の支援により，
うまく立ち上がることができたようである。もちろん，主原料に現地産晶を使
用するなどにより，マレーシア政府から創始産業の特奥を享受できたことも大
いに役立ったと言いうる。㈹
　しかしながら，1950年代末に始まった日系企業の対マレーシア投資は，1960
年代にはあまり進展しなかった。日本とマレーシアの合弁企業は，1967年まで
に37杜，1969年においても46杜にすぎなかった。1引このように，1960年代に日
本のマレーシアヘの投資が進まなかった理由は，第二次大戦中の日本の行為に
対する血債間題などが生じたことによる。このため，目本としては，東南アジ
アにおいてはあまり大きな役割を果たしたくないという気持ちが働いていた。
一方，マレーシア側では賠償間題をめぐり日本に対するいら立ちがあった。こ
の問題は，1967年に日本がマレーシア国際海運会杜に船舶を2隻寄付すること
に同意した時点で最終結着をみた。その結果，1960年代末以降日本のマレーシ
アヘの投資が増加することになった。｛8〕
　日系企業がマレーシアに活発に進出した第一の波は，1973－76年にかげてで，
この期間にI　C産業を中心に80杜が設立されている。この時期にマレーシアに
進出した典型的な例にNECマレーシアがある。同杜は，1973年に設立され，
75年に工場建設が着工され，76年5月に操業が開始された。この時期には，
NECの半導体事業は急速に拡大Lていた。需要の拡大に対応するために，
NECは工場の地方分散を行い始めていたが，業容の拡大をはかり，輸出増大
に対処するには生産拠点を海外に設置する必要があると考えて，海外進出の第
一号の生産拠点として，マレーシアが選ぼれたのである。
　マレーシアにおいても，この時期は新経済政策の下で，貧乏の追放と経済杜
会の再編成を目的とし，とくにマレー人の経済的地位を向上させようとしてい
た。しかし，マレー人ば経済活動については経験も資本もなかった。そのため・
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外国企業の誘致によりこれを実現しようとし，輸出入税・事業税の免除などの
税制上の優遇政策，工業団地の造成たど工場立地条件の充実，雇用確保に対す
る支援など創始産業奨励法を制定した。｛9］
　その後，1982－83年に多くの日本の建設会杜が合弁会杜を設立し，ビルやハ
イウエイなどの建設に携わった。しかし，その後マレーシア経済が不況に直面
し，日系企業の投資が減少した。
　目系製造企業の対マレーシア投資が再び活発化するのは，1985年の円高以降，
とくに1987年後半以降のことである。現在は，この投資ラッシュのなかにある
といえる。第1表に示されているごとく，この蒔期から日本を含む外国投資が
急増している。外国投資総額は1987年の7億5，000万リンギから88年の20億
1，C00万リソギ，さらに89年には34億100万リソギヘと2年聞で4．53倍になっ
ている。1990年には1－6月の半年間ですでに36億3，400万リンギに達し，
ユ989年の投資額を上回っている。
　こうした外資の急増は，後に詳しくみる1986年10月のマレーシア政府の外資
に対する大幅な規制緩和による。許可べ一スでみて，外資は国内投資のうち
31．5劣を占めており，1988年以降のマレーシアの経済の回復は，この外資によ
るところが多いといわれている。
　ユ987年以後外資のなかで大きな位置を占めているのが，日本である。金額で
みると，投資総額に占める日本の割合は，1987年が3C．8％，88年が27－9％，89
年が3113％で第一位となっている。このような日本の投資の増加には，マレー
シアの経済復興のための外資誘因政策というプル要因が強く働いたが，日本側
も円高によって製造企業は国内で生産したのでは国際競争力を維持できなくな
ったこと，また半導体企業にみられるようにアメリカとの経済摩擦の回避とい
ったプッシュ要因も働き，マレーシアを製造・輸出基地とみなすようになった
ことによる。さらに，タイヘの日本投資がタイのインフラストラクチャーの不
備により限界に達したことたどにより，タイの陰に隠れた存在であったマレー
　工144
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シアが，政治的安定性，広範な英語の便用，十分なイソフラストラクチャー，
緩漫な賃金の上昇，快適な生活環境といった点を考慮して，日系企業に注目さ
れることになったo
　こうした活発な日本の投資とならんで，最近の傾向とLて目覚ましいのは，
台湾からの投資の急増である。同国からの投資は1987年から急増L，88年，89
年には，投資額では日本に次いで第二位であった。しかL，1990年の上半期で
は、件数一金額ともに日本を追い抜いて第一位となっている。このなかには，
実態はわからないが台湾の目系企業の投資も含まれているといわれている。さ
らに，伝統的にマレーシアと密接な関係をもち投資の多いシンガポールも含め
て，香港，韓国といったNIESからの投資が増加している。こうした，マレー
ンアにおげるアジア諸国一日本，台湾，香港，韓国、ノンカポール　　の投
資の増加は，日本，NIES，そLてアセァンの霞々が経済的に密接な関係を確
立しつつあることの証拠と考えられる。㈹
　台湾の投資の急増の背景には，NIES諸国の抱える間題が存在している。つ
まり，賃金の上昇，貿易黒字の増大と通貨の切り上げ問題、対米輸出におげる
GSP（特恵関税）の適用除外などのブッシュ要因である。しかし，台湾の場合
には韓国とは異なり華僑のネヅトワークが利用できるという点も見逃せない。
同時に，台湾の投資のほとんどがマレーシアの中小企業との合弁による点から
みて，中小企業の育戎，補助産業の育成といった目的をもって，マレーシア側
が積極的に台湾企業を誘致したというプル要因の役割も大きい。㈹
　（2）マレーシア経済における日系企業の地位
　以上みたごとく，近年日系企業の対マレーシア投資は新しい波を迎え活発化
し，マレーシア経済にとって大きな役割を果たしつつある。ここでは，日系企
業の投賛がマレーツアの経済にとってどのような意味をもっているのかみるこ
とにしよう。
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　第2表目系企業数
71
　　　業　　　種
農林水産業
建設業，プラソト・エソジニアリソグ
製造業
運輸・倉庫業
サービス業（含欽食・ホテル）
商業（含商杜・小売）
金融・保険・不動産業
企　業　数
7　　（1）
90　　（1）
205　　（6）
19
21　　（3）
54
35
その他 11
合　計 442　　⑩
　　　　　注1．調査時点は87年4月であるが，閉鎖予定のものは除いた。
　　　　　2．　日系企業の定義，合弁企業（日系｛レーシア企業，又は第3国の日系企業と
　　　　　　　マレーシア企業との合弁を含む），子会杜（日系企業の子会社を含む），支店
　　　　　　　及び駐在員事務所o
　　　　　3．　（）内は目系企業の可能性を有するも今般最終確認でき在かったもの
　　　　　出所：在守レーシア日本犬俊館・JETRO　r日系企業調査」
　まず最初に，日系企業はどういった産業分野に投資を行っているのであろう
か。第2表に示されているごとく，1987年4月現在で目系企業の合計は453杜
となっている。その内訳は，製造業が46．6％と約半数を占め，続いて建設・プ
ラソト・ニンジニアリソグの20．1％，商業の11．9％，金融・保険・不動産の
7．7劣となっており，製造業を中心に投資がなされているのが分かる。・
　1990年2月から5別こかけてJACTIM調査委員会とJETR0」クァラルン
プール・セソターとの共同で行なわれたアソケートによるマレーシアの日系企
業の調査では，製造業の数は283杜となっており，前回の調査の205杜から3
年間で78杜増加したことになる。
　1986年において，上記日系企業調査に圃答した企業121杜の生産額（又は売
り上げ高）の集計は，37．7億イ1■ギであった。これは同年マレーシア国内の全
製造業の推計生産売上額の約8刎こ相当する。
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　雇用についてみると，日系製造企業の雇用総数は，ここ数年問急速に増加し
てい飢1986年の4万800人から，1987年3万7，634人，1988年4万9，621人，
1989年6万5，371人となっている。この増加の理由としては，この期問に多く
の企業が進出したことがあげられるが，既存企業の雇用の拡大も大きな要因で
ある。例えぼジョホール州のある電子部品企業（1979年設立）は，1987年の
8，927人から89年に1万3，394人に従業員が増加している。また，他の電子部
品企業（1974年設立）は，生産品目の追加などのため，87年686の人から89年
の1，837人へと従業員数が急増している。雇用総数に占める電子・電機産業の
割合はきわめて高く，1987年の66劣から89年には70劣になっている。
　また雇用総数に占める日本人の割合は，87年の336人（0．90％），1988年435
人（0．88劣），89年610人（0．93劣）で，日本人の比率は1劣未満を保ち続げて
いる。ω
　次に，日本の製造企業の投資を業種別にみてみよう。第3表にみられるごと
く・日系企業の投資はアメリカやヨーロッパ企業に比べると比較的広範囲な産
業分野に投資がなされているといえる。投資資産残高でみると，日系企業は全
体の25．脇を占めている。日系企業の割合の高いものは，輸送機器の78．3劣，
第一次金属が62．8劣，繊維・繊維製品が肌0％，機械製造48．4劣，プラスチッ
ク製品が45．4％となっている。
　一方・資産絶対額でみると・石油。石炭が最大であり，全体の37・9％，電
気・電子製品が第2位で全体の23．6劣を占めている。これらの分野は，西欧系
企業の投資も大きく・日系企業の投資が絶対額に比べて，全体に占める割合が
低くなっている。
　飲料水，タバコ，皮革製品，印刷，出版，化学，化学製品，ゴム製品，科学
計測機器については，日本の投資はあまりみられない。
　日系企業の生産額についてみると，1987年の35億6，2C0万リンギから88年56
億7，300万リソギ，そして89年には83億6，500万リンギヘと2．3倍増となってい
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第3表　日系企業の対マレーシア投資残高
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項　目
食品製造
飲料水・タバコ
繊維・繊維製品
皮革・皮革製品
木材・木材製品
家具・什器
製紙・印刷・出版
化学・化学製品
石油・石炭
ゴム製品
プラスチック製晶
非鉄金属
第1次金属
加工金属製品
機械製造
電気・電子製晶
輸送機器
科学測定器
雑　貨
合　計
目　本　　　　（％）
36，887 4．8
19民7341　　52
・・…1　…
…l　M・岬・1　ふ・
439．840　　　　　　　　　37．9
8，006 4．1
・・，…」　・・．・
150，860 21
…，…1　・・．・
・・・…1　岨・
55，891 48，4
3143461　23，6
183，207 78．3
氏…1　・・
合　計
761，304
429，575
376，086
18，595
75，739
8，808
100，025
547，692
1，160，433
196，000
45，686
717，688
417，779
195，907
115，542
1，331，3ユ6
233，868
48，643
17，228 ・・。・1・も…「
1・・舳・」 蛆・い・・・・…i
出所：Ma1邑ysi畠m　I口d11昌㎞臣1De7elop㎜ent　Aufhority，Statisdcs　on
　　“征anufact1ユri皿gSεctor，1988より作成
る。この生産額の急増は，進出企業の増加と同時に既存企業の生産増加による
ものである。1989年の生産総額に占める業種別の割合は，電子・電機が55．8劣
で半分以上を占め，次いで輸送機器19．9劣，鉄鋼・非鉄金属の11．6劣，繊維
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1149
　74　　　　　　　　　　早稲田商学第345・346合併号
5．8％となっているo
　一方，飯売についてみると，JACTIM・J㎜二RO調査の回答企業の国内・
国外販売額は1989年で81億9，400万リンギで，このうち国内販売31億9，900万
リンギ（390劣），国外販売49億9，500万リンギ（61．O劣）とたっている。
　国内販売31億9，900万リソギのうち，業種郷では輸送機器が11億3，000万リ
ンギ（35．3％）で最も多く，次いで電子・電機（23．5％），鉄鋼・非鉄金属
（21．1％）となっている。1989年の国外への販売を業種別にみると，第一位が
電子・電機の77．7劣で，第二位の繊維。繊維製品の5．2劣を大きく引き離して
おり，現在の日系製造企業のマレーシアからの輸出が電子・電機に依存してい
るのがわかる。現在のところ輸送機器の国外販売はほとんどない。輸出の仕向
地別では，日本が全体の26．7劣，アメリカ向げが22．9％，シンガポール向げが
15．4％，ヨーロッパ向けが13．0％となっている。しかし，電子・電機でぱアメ
リカ向けが26．8劣，日本向けが20．6％になっている。シンガポール向げのうち，
最終輸出先としての目本向げも明確な数字は分からないが若干あるものと一般
に考えられている。胸
　一方，最近の日系企業の投資動向に目を向けると，円高によって輸出競争カ
を失いつつある製造企業の進出が目立ち，次のような特徴がみられる。①産
業分野としては，電機・電子，および自動車部品を中心とする輸送機器が多い
こと，②資源べ一スの工業分野が少ないこと，③進出理由としては，円高に
よる生産基地の移転，④輸出向け製品の生産が中心，⑤中小企業の進出が増
加，⑥地域的にはペナン，ジョホール，そしてクアラ・ルンプールを含むセ
ラソゴールに集中といった点があげられる。㈱
　こうした日系企業の投資の特徴ぼ，その戦略を反映したものである。もとも
と家電製品，電子機器，電子部品企業は他の産業に比べて海外生産を早くから
行なってきた。シャープのように円高以前に新しい国際戦略を展開し始めた企
業もあるが，多くは1987年初頭に円レートが1ドル＝150門以上の見通しが強
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くなった時点で，本格的な海外生産体制づくりを始めた。そのため，1987年以
降は松下，ソニー，ビクター，富士通，シャープなどの企業がマレーシアに新
規投資のみならず，拡張投資を積極的に行っている。例えぱ，1990年8月蒔点
で，松下は1987年の7杜から13杜目の工場建設を行っており，ソニーは同2年
閻に2杜から7杜に増えている。
　従来の各杜の戦略は，国内市場向けに多種類の製品群を扱う輸入代替型をべ
一スとし，一部の自由貿易加工区で低価格品や日本で輸出規制を受げている製
品を生産するというものであった。ところが，現在では相当量の輸出を土台と
して国別に主力商品を集中して生産するという戦略的な分業，つまり水平分業
を明確に展開し始めているのである。例えぱ，松下ではウインドウ型のエアコ
ンの生産をマレーシアに集中させている。音響機器は，シャープ，松下，ソニ
ーなどがマレーシアに生産を集中させている。シャープでは音響製品やテレビ
などはマレーシアで生産し，扇風機，レンジ，冷蔵庫たど家電製品をタイで大
量生産Lている。日立では，シンガポールで音響製品，テレビ，マレーシアで
半導体デバイス，タイで箱もの家電製品といった生産体割をとっている。闘ま
た，マレーシアの半導体の生産量は日本やアメリカに次いで世界第三位となっ
ているのは周知の事実であり，モトローラやナショナル・セミコソダクターな
ど世界の半導体メーカーが多数進出している。
　輸送機器の製造企業は，1984年から86年にかけて国民車であるプロトソ・サ
ガヘの部品の供給のため進出したものが多い。最近では，すでに進出している
企業が，原材料・部品の調達の多角化をはかろうとするために投資を行ってい
る。㈲
　輸出向け製品の生産を主体とする投資が増加しているのは，日本から輸出依
存度の高い企業が国内の生産拠点を縮小してコストの安いマレーシアに生産拠
点を移そうとLているためであり，同時にマレーシア政府が輸出による経済を
回復させようとしているためでもある。
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　一方，中小企業の積極的な海外進出は，欧米企業に比べて日本の投資の一つ
の特徴であるが，これには大きく分げて三つのタイプがある。第一は，親企業
あるいは納入企業の進出にともなってマレーシアに進出したものである。これ
には，電機・電子部品の製造企業が多い。例えぱ，50年前に大阪に設立された
ミツオカ電子製造は・松下・サンヨー，シャープなどのユーザーへのより良い
サービスを提供できるように，払込資本230万リンギ，従業員106名で1987年8
月6日に最初の海外工場をベナンに設立した。同杜は，アダプターおよび電気
ユニヅトをマレーシア内の自由貿易区および近隣諸国へ販売している。自動車
都品メーカーの多くもこのグループに属し，例えぱサウンド・プルーフィソグ
材を生産しているヒロタニも同じ目的でマレーシアに進出した。
　中小企業の第二のタイプは，ハンド・ラベラーのサトーのように，独自の技
術やマーケティソグカを有している企業である。サトーは，ハンド・ラベラー
では目本市場の60％以上，世界市場の30劣以上を占めている。同杜は，独自の
技術を使用して最近ではバー・コード機械といったハイテク部門にも進出して
いるが，競争力の維持という、点から，生産コストが低く部品の調達できるマレ
ーシアヘ進出したようである。
　第三のタイプは最近マレーシアに進出している多くの中小企業で，これらは
3K（汚い・きつい・かっこわるい）企業を敬遠する風潮の強まる日本での人
手が集めにくいという理由で進出したものである。例えぱ，宮尾陶器は日本で
の生産を完全にやめ・生産をマレーシアに移している。東京に本杜をもつ電
子・電気ゴム部晶メーカーである小里機材も繍入企業のヤレー一シア進出に対応
すると同時に・長期的に日本国内での人手不足への対応としてマレーシア進出
を決め，1990年8月から操業を開姶している。㈹
　次に投資地域をみると，セランゴール，ペナン，ジョホールヘの集中がみら
れるが，これはこれら3州が都市地域でイソフラストラクチャーが整備されて
おり，国内市場の中心となっているからである。また、これらの地域には，日
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本人学校が存在し（ジョホールはシンガポールの目本人学校が利用できる），
生活環境もすぐれている。なお，ジョホールヘの日系企業の進出は，シソガポ
ールからのオーバーフローと考えられるものも多い。シンガポールでは，工場
用地や労働力不足に悩んでおり，労働力を大量に雇用する企業の進出は困難に
なりつつある。そのため，シ：■ガポールのイソフラストラクチャーを利用でき，
労働力も比較的低廉で豊富なジョホールヘ日系企業が進出する結果をもたらし
ている。この代表的な例が大宏電機である。同杜は，電気・電子部品の製造企
業であるが，早い時期にシンガポールに進出していたが，シソガポールの抱え
る間題を考慮Lて，1987年にジョホールでの生産を開始している。ω
　このように，日本をはじめとする急激な外国資本の投資によって，マレーシ
ア経済は急速に回復しているが，同時に新しい間題を惹起しつつある。そのた
め既存の目系企業もこれから進出Lようとする企薬もこうした問題に対処する
ために従来とは異なった新Lい戦略が求められている。まず第一の問題として，
工業用地の不足があげられる邊セラソゴール，ジ目ホール，ペナソといった地
域では土地の価格の高騰のみならず，すでに既存の用地は売却されている。そ
のため，最近ではマラッカ，ケダー，ベラーへの進出が目立ちはじめている。
マレーシア政府としては東海岸の開発を進め，日系企業の誘致を進めようと動
きだしているが，現在のところイソフラストラクチャーの完傭していないこの
地域への進出には慎重である。
　第二の問題は，人手不足と賃金の高騰である。既存の工業地域周辺では労働
考が集まらなくなったため，東海岸など遠隔地から労働考を集め匁げれぱたら
ない状況になっている。このため，寄宿舎の建設汰どが重要な課題になってい
る。しかし，既に寄舎宿を有しているところでは，従業員の生活管理の間題に
頭を痛めているようである。人材不足は，とくに中間技術者，技能著，管理者
において著Lく，現在のマレーシアの教育制度や企業内外の教育・訓練制度か
らみて，すぐには改善されそうにはない。もちろん，こうした人手不足は賃金
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・給与を引き上げる結果をもたらしている。
　こうした人手不足，賃金・給与の高騰は第三問題であるジョブ・ホッピソグ
や過激な引き抜きといった間題をひきおこしている。日系企業にとってこれは
大きな問題になってい私例えぱ台湾企業の場合、日系企業とは賃金・給与体
系が異なるため，進出時にかなり高い金額を提示するため従業員が引き抜かれ
てしまうという。もちろん，日系企業間の引き抜きも目立つようになってい
る。外国系企業問の引き抜きに留重っている場合はそれほど大きな閻題にはな
らないカミ，外国企業がマレーシアの現地企業から人材を引き抜いた場合には大
きな杜会問題になる。例えぱ，後発の日系電機メーカーが現地企業から多くの
人材を引き抜き，地元の製造業老団体がJACTIMに抗議を申L込むという事
態も生じている。⑱
　人手不足や賃金・給与の高騰はマレーシアの経済発展のプロセスのなかで生
じているものであり，これからもしばらくは存続するものと思われる。このた
め，日系企業のなかには，工場の無人化やオフィスのOA化を進めているも
のも多い。これらの企業は，単にマレーシアの低廉な生産要素を目的としたも
のから，NIESの伸聞入りを目指そうとする新しいマレーシァに適用するグロ
ーバル戦略の一貫としての対応をしており，マレーシア経済もマレーシアの日
系企業も新しい段階に達したといえるセあろう。胸
　（3）マレーシア政府の外資政策」
　発展途上国においては，政府の政策が企業の行動に大きな影響を与え名。冒
系企業のマレーシアヘの投資についても，受入国マレーシア政府の外資政策が
そのあり方に大きな影響を与えている。
　マレーシアは，海外からの投資を奨励するために独立間もない時期にr創始
産業条例」を設けたが，これは1965年のr創始産業法」r投資奨励法」へと発
展L㍍この結果，創始産業条例で40％の法人税が2年問免除，ただし資本金
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額により免税期間の3～5年延長が認められたが，創始産業法により，資本集
約企業を奨励するような方向に延長期間が改正された。勘
　マレーシア政府の政策の中でもとりわけ重要なのは，1969年5月13目のマレ
ー人と牽人の対立事件直後に提唱され，第二次5カ年計画（1971～75年）以来実
施されている新経済政策である。同政策は，経済的平等を目的に資本のマレー
シア化（とくにマレー化）と第二次，第三次産業部門におげる雇用のマレー化を
進めようとするものであり，日系企業の活動に大きな制約条件となっている。軸
　このマレー人優先政策の具体的な内容は，1973年の第二次五カ年計画中間報
告で，90年までに株式会杜のマレー人資本を31．1％（70年は1，9％），第二次産
業のマレー人従業員比率を51．9％（70年は30．7％）に高めると発表されたが，
より細か在基準は75年の工業調整法成立時に策定され，次のようなr資本参加
ガイドライン」が発表された。
　（1）新規の輸入代替産業については，100％マレーシア資本。ただし，国内
技術未開発の場合，外資30％まで認める。
　（2）新規の輸出志向型産業については，輸入原材料を使用し製品の80劣以上
を輸出する企業は外資51－70劣，100％輸出する企業は外資100劣まで，枯渇
しない国内原料を使用する場合は外資3ト55劣，枯渇する国内原料を使用する
企業は外資30劣までとする。
　（3）既存企業については，1971年までの認可企業は，90年までのマレーシア
化，マレー化計画を提出する。一方，1972年以後の認可企業については，製晶
の80劣を輸出する企業は従来の資本構成でよいが，生産拡張の際はマレー資本
30％以上とする。
　その後，1971年のr投資奨励法」の修正で，r雇用吸収カに対する奨励項目」
が新設され雇用規模に応じて投資企業は法人税と開発税が基本的には2年問、
最大5年間免除されるようになった。1974年には，r立地先に対する奨励項目」
が新設され，未開発地域に立地した企業には通常5－8年，最大ユ0年問の税控
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ王55
　80　　　　　　　　　　早稲困商学第345・346合併号
除期間が与えられた。これらの修正はいずれもマレー人の経済的地位を引き上
げることを目的としていた。
　この閻，海外からの投資を促進する目的で，1967年には保税工場，1971年に
は自由貿易（Free　Trade　Zone＝正TZ）が設げられた。さらに，198C年に雇用
吸収力と並んで輸出貢献を期待し，外資の所有比率ガイドラインが緩和され，
80％以上の輸出で100％，51－79劣輸出で51－79％，2ト50劣の輸出で30－51
劣，20劣未満の輸出で最大限30％の出資比率が認められるようになった。
　しかし，1980年代に入って製鉄所などの巨大事業の実施と世界不況，84年以
降の石油，ゴム，錫といった主要産品の価格暴落で財政赤字が急膨張した。こ
の赤字は，対外借款で購われたため，対外累積債務を急増し，1985年末には
213億2，100万リンギ（GNPの27．8％）となった。
　このような状況において工業化を進めるには，財政負担の伴わない民間資本
の導入，とりわげ外資導入に依存することが重要になった。そこで政府は，外
資誘致をいっそう円滑にするため，1985年7月8日，資本参加ガイドラインの
緩和策を発表し㍍これによって，輸出産業のマレーシア化規定が大幅に緩め
られたのである。従来は，製晶の80％以上を輸出する企業でなげれぱ特例（外
資51－70劣）は認められず外資は30劣どまりであったが，原料を輸入するか否
かにかかわりなく，80％輸出なら外資100劣，20劣輸出でも外資は5脇まで認
められることになったのである。働
　また，マハティール首相が就任して問もない，1981年12月に，rルックイー
スト」政策が導入されたが，これぱ日系企業の経営に大きなイ1■パクトを与え
ることになった。このルックイースト政策は，戦後経済的に成功を収めた日本
や韓国に学ぶというものであ孔とくに，これらの国の成功原因である良き労
働倫理，杜会意識，誠実さ，規律，経営管理スキル等を学び，マレーシアの工
業化と近代化に役立てようとするものであった。
　この政策のもとで，企業，政府機関，教育訓練機関等の現場から選抜された
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　中堅技術老を日本の大学や高等専門学校へ派遺し，実際に日本の技術や経営管
　理を勉強させるというブログラムが始められた。これは，マレーシアのr日本
　型経営」の理解において，大きな役割を果している。
　　しかLながら，高度成長をとげていたマレーシアは，1980年代に入り一次産
　品の国際価格の低下，世界経済の低迷等の影響で景気が停滞し，1985年には経
　済成長率がマイナスに転じるまでになってしまった。このため，経済の活性化
　のために外資の導入をいっそう活発化させる必要があるという見解のもとに，
　1986年9月30日，ニューヨーク訪問申のマハティール首相が，新外資優遇策を
　発表した。
　　これは，1986年10月1日から90年12月31日までの間にマレーシア経済開発庁
　（MIDA）に受け付げられた申請案件に対して，という条件が付けられていた
　が，その内容は，（1）外資出資比率に対する規制緩和，（2）外国人就業ポストに
　関する緩和策の2点からなっている。
　　第1点については，国内市場向けの既存製品と競合しない事を前提として，
　外資100劣を大幅に認めてい乱製品の50％を輸出し，常時350人以上の従業
　員を雇用し，かつ雇用が国内の人種構成を大幅に反映している企業に対し，外
　資100％を認めた。たお輸出の概念には，国内の輸出加工区と保税工場への販
一売も含まれている。
　　第2点の外国人就業ポストに関しては，外国人払い込み資本金が200万米ド
　ル以上の新規投資に対し，キーポスト1人を含む5人の外国人就業ポストが10
　年問自動的に認められることになった。さらに，必要に応じて正当と認められ
　る理由があれぱ，これを超える人数の派遣も可能と恋ったのである。㈱
　　こうして，現在のところ外資の導入によって経済回復させようとする政府の
　政策は明白となり，こうした誘因により目系企業の進出が急遼に活発化してい
　るのである。
　　しかしながら，1990年12月31日で新経済政策，新外資優遇政策の期隈が切れ
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私政府の政策はマレーシアの経済の方向や日系企業の経営活動に大きな影響
を与えるので，現在日系企業の経営者はマレーシア政府が新経済政策の後どの
ような政策を打ち出すのか，不安と期待をもって注目Lているところである。
3．　目系企業の現地化
（1）現地化の定義
　現在マレーシアヘの投資を活発化させ，マレーシアの経済に対して大きな役
割を果しつつある日系企業は，現地においていかなる経営活動を行なっている
のであろうか。また，日系企業は日本から持ち込んだ日本型経営をいかに現地
に適応きせたり，修正しているのであろうか。
　現地化については，いろいろた考え方がある。例えぱ，r外国に出ていった
目系企業の現地化とは，その経営を現地の杜会と人聞の行動様式に応じて変応
させることである。㈱」といった経営そのものを含む広範なものから，現地化を
r外資系企業の事業活動において外資企業によって一方的に保有・支配されが
ちな諸資源の現地国側の人々の保有・支配の下におく移転である。」陶と経営資
源の保有・支配に隈定するものまである。ここでは，現地化をr目系企業が現
地へ適応するために，その諾資源の現地側の人々の傑有・支配の下におく移
転」と考え，まず人材，資本，原材料・部品といった経営資源の現地化を考慮
し，次に技術・経営移転について分析を試みる。
（2）人　材
　日系企業においては，大体従業員の1劣が日本人であるといわれているが，
今回の調査においても同じ結果が得られた。しかしながら，各織階別にみると
その割合は異なる。第4表に各職階別管理考数についてまとめてあるが，同表
によれぽ日本人の割合は職長・主事・係長レベルでは全体で0．4％と低く，課
長レベルでも8．5％にすぎない。実質的な管理の役割を果す部長レベルでは
　工I58
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第4表職階別人種構成（マレーシア）
職長（Foreman）
主事（Chief）
係長（Ass．Manager）
課長（Manager）
部長（Dept．Mgr．）
工場長（Fact．Mgr．）
事業部長（Div．Head）
敢締役（Director）
副杜長（Vice・Pres。）
杜長　（President）
副会長（Vice・C．M、）
会長（Cha三rman）
合　計
職　　　階
職長（Foreman）
主事（Chief）
係長（Ass－Manager）
課長（Manager）
部長（Dept．Mgr．）
二〔場長　（FaCt．Mgr。）
事業部長（Div．Head）
敢締役（Director）
融杜長（Vice・Pres一）
杜長（President）
副会長（Vice－C．M。）
会長（Chairman）
合　計
　　　　　　　　（人数）
目本人　マレー人　　華人
64
84
49
47
29
4
11
4
0
6
0
3
119　　　　　　351　　　　301
目本人
　．0
　1．3
　．0
　8，5
31，6
78，3
35，7
65．5
　，0
63．6
100，0
27．3
83
イソド人　　　合計
　（構成比％）
マレー人　　　　華人
57，5
34，2
50，0
29，8
31．6
4，3
17，9
27．6
　．0
9．1
　，0
45，5
24，1
53，2
39，5
50，0
36，7
17，4
39．3
6．9
　，0
27．3
　，0
27．3
13，8　　　　　　　40，6　　　　　　　34．8
93　　　　864
イソド人
18，4
11，4
10，5
11．7
　．O
　．0
7．1
　．0
　．0
　．0
　，0
　．0
10．8
40．8％と高率になっている（部長31．6劣，工場長78．3劣，事業部長35．7％）。
取締役～会長レベルは最も高く，全体で60．9劣とたっている。一般的にみて，
他のアセアソ諸国と比べて，マレーシアでは部長，とくに取締役レベルで現地
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第5表日系企業の人種別雇用比率
1×1松下電品■lllオー！　ピオニー
Iマレー系1 　　■49．7％＝ i■
■
・・グ 75％
■
■ ：
■ 中国系1 30．8％1
　　≡40％l　　I
22劣?? ■
■
イソド系i 18．0％ i ■
一 ■「 　　’1・5％≡
8％ 3劣1
＝1 その他≒　　　一 ≡
≡
瞥料＝名卦科肉瞥料」＝わ作蔽資 ．各杜社内資料より 成
人の占める割合が高くなっているのが特徴であり，この意味では現地化が進ん
でいるといえる。この理由は，マレーシア政府の強カた現地化政策である。
　しかし・この現地化の内容の実態はきわめて複雑である。というのは，多民
族国家のマレーシアにおいては，各民族間の経済的不均衡が存在するからであ
る。これを解消する目的でマレー人優先のブミプトラ政策が1971年に導入され，
1978年の第二次五カ年計画の中聞報告においてマレー人と他の民族の比率が細
かく規定されたという経緯がある。
　現場労働老について最近は困難になっているが，今までは近郷の農村を中心
に募集すれぱ大量の応募考があるという状態であった。そのため，大体日系企
業の雇用は第5表に示されているように，民族比に応じてなされている。しか
し職階別に人種構成をみると。上になるほど従来経済。経営活動に進出して
いなかったマレー人の管理考の割合は低下し，牽人の割合が高まるようであ
る。
　第4表によれぱ，日本人の割合が副会長（100％），杜長（63．6劣）で多く，
エ場長（78．3劣），取締役（65．5％）もかなり高い。これに対して，マレー人は
会長で45．5％，取締役で27．6劣を占め多いが，これはブミプトラ政策による名
目的なものと考えられる。課長レベルでは華人が多くなり（50．0％），工場長
（1τ4％），杜長（27．3劣）になるとマレー系よりも断然多くなっている。イン
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ド系は全体でみれぱ10I8劣と人口比に見合うが，大体課長までであり，あとは
事業部長レベルで7．1％なのが目につくぐらいで，トップにはあまり着いてい
ない。
（3）資　本
　資本の出資は企業の経営支配権と密接に関連しているため，多くの発展途上
国で外国人の出資比率を規制Lているが，これはマレーシアについても例外で
はない。
　すでにみたように，原貝聰としてマレーシア市場へ製品を供給する製造企業は，
株式の少なくとも51％をマレーシア人が所有することが要求されている。もっ
とも，個々のプロジェクトの持つメリットにより弾力性はもたされている。
　初期の日系企業のマレーシアヘの進出は，ほとんど合弁形態がとられた。合
弁事業の場合，日系企業のパートナーとしては大きく分げて，政府または準政
府機関，私人または民聞企業とがあ乱初期の合弁裏業の多くは，戦中あるい
は戦前から，つまり事業設立以前から日本人と何らかの関係を有していたマレ
ーシア人をパートナーとして設立されている。例えば，1960年に設立された亜
鉛鉄板等の生産会杜であるフェデラル鉄鋼会杜は，野村貿易と終戦直後期に野
村の権益を守っていたマレーシア人をバートナーとして設立された合弁事業で
ある。㈱
　非政府機関をパートナーとする場合，そのパートナーの資金調達，販売・流
通能力，信頼性，さらには政治的影響力などが決定要因となる。このため，こ
うした能力を備え，しかも目本との関係を持つ人は少なかったため，1960年代
から70年代初めに設立された合弁事業の場合，ブミプトラ政策の影響もあり，
パートナーとして特定のマレーシア人に集中することが生じた。この代表的な
例は大戦中南方留学生として日本で学んだ親日家で，薯名な政治家でもあるラ
ジャ・ノソ・チク（Raja　Dk．Nong　Chik）である。同氏は、現在でも日系数
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杜のパートナーとなっている。同じようた活動を果している人物とLて，そハ
メド・ノア（Tan　Sri　Dk・王Ij－Mohamed　Noay），ナスルディソ（Tan　Sri
Nasmddin　b－Mond．）などの存在がある。㈲
　ただしマレーシアの場合，r新経済政策」の下でマレーシア人の中でも民族
別の所有比率が厳しく定められているという特殊た婁情がある。1971年に発表
された新経済政策は，第一次五カ年計画中聞報告で1971－90年までの長期マク
ロ計画として具体的に内容が示された。それによれぱ，株式所有の比率を1970
年までにブミプトラ所有比率を30劣に窒で拡大し，外国人所有を30％，残り40
劣を中園系を中心とするマレー系以外のマレーシア人が保有するというもので
あっ㍍しかし1986年の第五次マレーシア計画では，資本所有の再編成のゆ
きすぎが長期的に経済に悪影響を及ぽしているとの認識から，経済不況の打開
策の一環として王ブミプトラ所有比率を22．2劣にまで低下させることになった
（第6表参照）。
　こうしたブミプトラ参加を強調する新経済政策の要件を充たすために，ブミ
プトラの参加を代表するPERNAS，MARA，FELDAといった準政府機関を
バートナーとする合弁事業が1970年以後増加している。しかし，こうした準政
府機関がパートナーとして参加するのにぱ，ブミプトラ政策以外の理由もある。
第一に，マレーシアにおいては民間企業が十分に発達していないため，経済的
能力をもっている準政府機関がパートナーとして参加せざるを得ない。第二は，
市場の確傑や原料の確保のためである。例えぱ日本電気がPERNASをパー
トナーとLて選んで電話通信の多重回線機器を生産Lているのは，この機器の
市場が基本的にはマレーシァ政府筋にあり，PERNASが市場を確傑してくれ
ると信じたためである。また，三井物産，旭電化工業が製油合弁事業のパート
ナーとしてFELDAを選んだのは，FELDAがパーム油を保有し，優秀たエ
ンジニアと必要な資金力を有していたからといわれている。鰯
　次に周系企業の出資比率の特徴についてみてみよう。第7表に日系企業の出
　1162
　　　　　複合文化における目本型経営
第6表　新経済政策（NEP）の目漂（注1）とその進捗状況
87
貧　　困　　率
　都　　　　市
　地　　　　方
人種別資本保有比率
　　ブミ　ブト　ラ
　非ブミプトラ
　　（中国人．イソド人）
　外　　国　　人
平　均　所　得
　　ブミプトラ
　華　　　　人
　　イ　ソ　ド　人
人種別就業構造
　農業
　　フ　・　プト　ラ
　華　　　　人
　　イ　ソ　ド　人1
製　　造　　業■
　　ブミプトラ
　　牽　　　　人
　　イ　ソ　ド　人
1970
4㌫3劣
21，3
58．7
2．4劣
34．3
63．3
172M＄
394
304
67．6劣
21．4
1⑪．1
28．9劣
65．4
5．3
1985　　　　　　1990（2）
　（3）
ユ8．4％
8，2
24．7　．
17．8％
56．7
25．5　・
384M＄
678
494
73．2劣
16，3
9．6
42．6劣
47．6
9．1
舳1
30．O％
40．0
30．0
60．0劣■
29，1
10．2　一
50．O劣
40．0
9．6
90年に目標達成の見込みあり
「第5次マレーシア計直i」では，90隼
にお’ナる目湧…を．
　ブミプトラ　　　　　22．2％｛　非ブミブトラ　　52．9％　外国人　　　　24．9％
に修正した。
1970年価格で，1ケ月当りの
所得
「第5次マレーシア計画」では，90年
の目漂を嚢菜に関しては
　プミプトラ　　73．2％｛　牽人　　　　16I3％　イソド人　　　9I8％
製造業芭こ関Lては
ブミプトラ　　43．5％｛牽人　　　　蝸．9劣イソド人　　　9．8％
と修正した。
（注1）“Third　Ma－aysi乱P！an1976一帥”で初めて貧園の糞減に関する指漂とLて貧困率逃用いられた竈
　2）　1990年はMid－TennReviewoftheSecondMa1註ysi盆P工an1971イ5に掲載されたNEPの圓標
　　値oただし貧国率に関しては“丁批rd　MaIaysia　P1劃n1976－80”による冨
　3）　19S4年の数値
出所：各Ma一目ysia　Plan，Mid－Term　Review　of　the　Second　M日1aysia　Plan1971－75一『国際登済』
　　　（昭和63年8月），52ぺ一ジより転敏o
資比率をアセアソ盗カ国について示しているが，これによれぱ日本側出資比率は
平均して60．1％となっており，規制の少ないシソガポールは別にして，タイや
インドネシアに比べてマレーシアではかなり日本側出資比率が高くなっている。
　1975年時点では，日系企業ユ63杜のうち，日本側が100％出資しているもの
は20杜（12，3％）にすぎなかった。当時のある研究によれぱ，日本側出資比率
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第7表　目系企業出資比率
，全体1タイr㌶1㌶1一レーシアi
一 ■日本側出資比率（％）
40％以下 12．6 19．1 691 ．0 16．7
40％超一50％以下 29．4 53．2
????????????
．0 20．8
50％を超える 56．3 27．7 100．0 58．3
不明 …1 、O ．O 4．2
，
が30％以下のものが比較的多く，マレーシアの日系企業の大多数は合弁事業と
いう印象が強かった。㈲
　しかし，1985年にマイナス成長を経験したマレーシアでは，政府が国内経済
の景気回復の牽引車として外資，とりわげ目本資本をみなしているため，外資
に対する大幅な規制緩和が進められた。1986年10月には，外資100劣を大幅に
認めるに至った。この結果，外資100％による進出が急増している。投資全体
に占める100劣外資の割合は，1980年の13．4劣から8！年に8．2劣，84年には5．8
％に低下し，85年には9．6％であった。ところが，その割合は1986年11．3劣，
87年40．2％，そして88年35．1％と上昇している。
　臼系企業の場合，食料品，パルプ・紙，印刷・出版など国内市場向けのもの
はほとんど合弁形態であるが，電気・電子たど輸出志向のものに日本側1C0％
出資が増加Lていると思われる。偉o
（4）原材料・部品の現地調達
　原材料・部品の国内調達は国際収支の悪化を防く“と同時に，国内に関連産業
を育成するために，受入国においてはこれを高めていくことを望む。
　マレーシアの日系企業の原材料・部品の現地調達の推移が第1図に示してあ
る。同図によれぱ，対製造原価比でみた現地調達比率は1970年の80．0劣から
1975年には54．9％，1980年に51．8％に低下し，1985年以降大体50％前後となっ
ている。1975年以降急激に現地調達が低下Lたのは，それまでは輸入代替を中
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　　　　　　　第1図現地化率
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心とした製品を製造する企業であり，現地調達が可能であったが・1973年以降
は電気・電子を中心とする企業の進出が増加し・これらの製品の原材料・部品
が国内では十分に調達できなくなったものと思われる。
　これは，業種別に現地化率をみると裏付げされる。自動車産業のみが，現地
化率を1985年の50．0％から86年60．0％，87年65．0％に増加させているにすぎな
い。電気・電子は1975年から80年にかけて60．0％で変化がないが，85年39．1％，
86年40．0％，87年37．5％と85年以降急激に現地化率を低下させている。その他
の産業では，1970年の80．0％から75年には53．1％に低下しその後80年に57．3
％，85年に62．4％，86年58．1％，87年59．3％とあまり大きな変化はない。
　他の調査では，現地調達率ぱいっそう低くなっている。在マレーシア日本大
使館とJETRO・KLセソターの行った調査では，1986年について，原料・材
料調達は日本からの54％，現地企業からの28％，第3国からの18％となって
し・る。
　このうち，日本からの調達については親企業からの調達が約9割を占め，マ
レーシア日系企業が原材料・部品の調達を親企業に依存しているのが分か乱
さらに，現地企業からの調達についてぱ，その20％強が日系他杜からの調達とな
っており，純粋に現地企業からの調達は全体の4分の1以下と推量されている。
　電子工業．電気機器，輸送機器の3業種についてみると，いずれも遇半数を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i165
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　　　　　　　　　　　第2図原材料・部品調達の内容
〈3業種総合計〉　　その他（3・2％）　　　　　　〈電子〉
　AS瓦AN
　　螂、脇〕
現調　百万
㈱．1％〕M＄940
　　　　　　目本
　　　　　（66，6％）
ぞり猪鱗（、．、。〕体g
リード・　ASEAN　　　　　　　　　　　　　リ
7レーム（I1．9％〕　百万　　　　　コ
　　　　　　M＄224　　　　ン
　　　　　　　　　日本
その他　　（73・3％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　半導体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　樹脂類　（前工程晶）
／電機・　　その他（L2％〕　、輸送鰯　　…舳・）
　　　　　　　　コンプレ
　　　　その他　　ツサー　　　竃機．　その他　動力伝達
亀（鰐電驚晶煮品、駕装置
　その勉　　　　　百万　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万　　　　電機・
　　　　現調M＄399日本　　　　　　　　　　　　　M＄317　　　電装都晶
　　　　（29．7％）　（52，5％）　　　　　　　　　その他　　　　　　　目本魂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（79．5％）　　ラスチ　　　　鋼　　　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ツク部品材料樹1類　　　概秒）
　出研：右マレーシア日本犬使館，JBTRO・KLセソター調査（i987隼）o
日本からの調達が占めている（第2図参照）。とくに電子，輸送機器で日本か
らの調達は約4分の3を占めている。現地調達比率は，政府の指導によって現
地調達の現地化を奨励されている電気・輸送機器でば20％を超えているが，輸
出が中心で政府指導のない電子工業の現地調達はごくわずかにすぎない。他の
ASEAN諸国など第三国からの調達は，電子・電気機器関係では10％強に達
している。輸送機器の第三国調達は現在のところあまりないが，今後はNIES
を含めた調達を検討する動きがある。
　現地調達の多い部品としては，現在のところ包装材，樹脂部品，ゴム製品な
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ど汎用性のある非金属分野のものが中心となっているが，今後は家電用コソプ
レヅサー，リード・フレームなど後工程の調達の現地化が次第に進んで行くも
のと考えられている。
　現地調達企業数は，3業種合計で700杜を超えている。このうち，専用部品
メーカーが400杜，汎用部品メーカー300杜となってい乱業種別には電気関
係が1杜あたり30数杜と比較的多いが，他の業種では1杜当たり10数杜にとど
まっている。
　日系企業の現地調達に対する考え方としては、原材料，部晶，設傭・同傑守
部品ともに多くの企業が低コスト，政府指導，自杜生産の高付加価値分野への
特化などの理由により，現地調達を増加させたいとしている。現地調達を進め
たい分野としては，3業種共に，プレス部品，ゴム部品，電線・ケーブル部品，
設傭保守，補修部品，樹脂部品などをあげている。電気機器では，各種プリン
ト基板，スイッチ，サーモスタット，タイマr棒状挽物部品など，電子工業
では工程下誇，ハソダメッキ，薬品，端子，リード・フレーム，金型部品など，
輸送機器では冶工具，ミート類，ウオッシャ，フラヅシャ，ダイカスト部品，
塗装工程などがあげられている。
　しかLマレーシアでは，技術精度の未熟さ，納期の遅延，コスト高，経営体
質といった問題を現地企業がかかえているようである。そのため，現地下請企
業に対する対応として，技術指導を行う企業が多く，設備貸与を行っている例
も比較的多くある。触
　しかしながら，遇去数年問の生産の拡大に伴ない，原材料調達額も増犬し
その調達先は依然日本の親会杜からの輸入が多いが，現地調達も急速に増加し
ている。JACTIM・皿TRO調査では，生産に占める現地調達の割合は1987
年の19．7％，88年の21．9劣，89年の23．7劣と増加Lている。また王1987年から
89年にかげて日本からの調達ぽ2．8倍に増加しそのうち日本の親会杜からの
調達は2．6倍と珪っている。これに対し，現地調達では3．1倍となっており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　116？
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そのうち現地目系企業からの調達が3．3倍，地場企業からの調達が4．0倍と急
増している。また，現地調達企業数は1987年が49杜，88年が61杜，89年が88杜
と増加しており，現地企業が育成されていることが伺え飢
　日本以外の海外第三国からの調達では過去3年聞に2．3唐の伸びしか示して
いないが，そのうちシンガポールからの調達が2．9倍，台湾地域からの調達が
3．6倍となってい私台湾からの調達は絶対額ではまだ少ないが，急速な伸び
を示している。鯛
（5）技術移転と経営管理スキル
　技術移転を①操作技術，②メソテナソス，③品質管理，④技術改良，⑤
生産技術，⑥設計技術，⑦新製晶，⑧金型開発，⑨製造設備に分げ，その
移転状況をみたものが第3図にまとめてある。
　操作技術，品質管理，メソテナソスについては移転済みと考える企業が多く，
それぞれ75％，58．3％，54．2％がすでに移転済みと考えている。生産技術，技
術改良，金型開発については，移転済みと考える企業が若干あるが，多くは今
後移転されるべきものと考えている。一方，新製品開発，設計技術については，
移転済みと答えたものはまったくなく，それぞれ約25．O劣のものが今後移転が
進むと考えているにすぎない。
　一方，諸資源の配分や流れを調整する経営管理スキルは①労務管理，②
生産管理，③購買管理，④在庫管理，⑤マーケティング，⑥財務管理，⑦
総合管理に分げてみている。比較的移転済みと答えているものが今後移転と答
えているものより多いものに，生産管理，労務管理，在庫管理があり，いずれ
も50劣が移転済みと答えている。財務管理と購買管理は移転済みと答えている
ものも多いが，それ以上に今後移転すると考えているものが多い。マーヶティ
ソグは，移転済みが8．3％で今後が45，8劣とほとんど進んでいないのが分か
る。この理由ぱ，マレーシアの日系企業は本杜からみれぱいわぼ地方工場であ
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第3図　マレーシアにおげる「技術・経営移転」の評価
　　　　　　　　　　　　　（単位：回答杜数に対する割合，劣）
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り，マーケティソグ部門は本杜，あるいはシソガポールや香港の子会杜で担当
する企業が多いからである。また，多くの日系企業が別に販売会杜をもち・製
造企業の多くがマレーシアの日系自杜に販売機能を持たない製造尊門会杜とな
っていることにもよるo
　こうした頓向は，最近に淀ってもあまり変化がないように思われる。1989年
12月にJACTIMの行たった工業部会会員127杜に対するアンヶ一ト調査（有
効回答99杜）においても，ほぼ同じ結果が得られている。経営管理・技術移転
の各項目について，「初めからローカルに一任」と「移転推進100劣完了」を1
ポイソト．技術移転の「推進状況75％，50％，25％」にそれぞれr0．75，O．5，
0．25」ポイソトを与えて集計L，「その他」を除いた合計で割ったパーセソテ
ージで各項目別に比較した結粟は，次の通りである。
　　1．単純製造技術（85，6劣）
　　2．労務管理技術（83，9努）
　　3．　生産管理技術（71，6％）
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財務管理技術（68－1劣）
購買管理技術（67．5劣）
高度製造技術（67．1％）
品質管理技術（61．0劣）
生産技術　　（54．0劣）
販売技術管理（52．7％）
経営管理技衡（41．4劣）
層有多畜を麦循テ　　　　（22，4劣）
　技術移転を阻害している要因としては，「基礎教育を受けた人材の不足」を
指摘するものが最も多く，中間管理者や技術考の不足を訴える声が大きい。こ
うした声は，1989年の教育省管轄の工業高等学校（technica1schoo1），工科
専門学校（po1ytechnic）5校で電気，機械関係技術を専攻している学生数カミ
4，000人就学年数2～3年として2年問卒業生1，500人程度というマレーシ
アの教育状況を反映したものである。
　また犬学レベルではマラヤ大学淀ど6大学とマラヤエ科大学を含めた国内教
育機関に，海外教育機関に留学中の者を含めると，1990年で約9万1，400人が
在学していると推定されている。このうち，1990年の卒業見込学生数は1万
800人であるが，このうち技術系で］二業を専攻している学生はわずか930人で
あり，技術者の不足は明白となっている。
　その他の技術移転の阻害としては，r裾野産業が未発達」「ジョブ・ホッピ
ソグで人材が定着Lない」r技術移転のための会杜の歴史が不十分」rワークパ
ーミットの制限」r設備投費の莫大さ」r市場規模の遇小性」r日本から派遣す
る専門家不足」rイソフラ不備」rマレーツア政府機関の非能率な事務処理」r低
率のロイヤルティ認可基準」といった順になっている。鯛
　しかしながら・技術・経営管理移転については，日本人管理者と現地人管理
考との問に大ぎなパーセプション・ギャップが存在するようである。第4図に
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日本人管理者が回答Lたと思わ加る日本語回答と現地人管理考が回答したと思
われる英語回答の差異を示している。
全体的に英語回答の方が日本語回答まず日本型経営の適用についてみると
これぱ， 日本人管理老の日本的経営りも，適用可と答えているものが多い
方現地側は予想していたほど日本の現地適用の期待に比べて現実は厳しく
期待と現実の認識の相違によるものと型経営は悪いものではなかったという
l1刀
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考えられる。
　適用可についてみると，まず日本語より英語の方が低いものは，人材内部育
成，杜員食堂，QCサークル，現場主義，平等主義である。とくに，人材内部
育成は31．3ポイント，現場主義が25，5ポイントの差で両考の差が大きい。英語
の方が適用が高いと答えているもので，日本語回答と差の大きいものは，レク
リエーション，制服，ジョブローテーショソ，終身雇用，インフォーマルな関
係となっている。
　一方，適用不可についてみると，日本語回答も英語回答も終身雇用がきわめ
て高く，それぞれ43．8％，50劣となっている。年功序列賃金もそれぞれ31．3％，
25．O％となっている。日本型経営の中心的要素である終身雇用と年功序列賃金
について適用が難しいという回答が両老に多いというのは，現地での適用過程
で考慮すべき重要な点であろう。全体的にみて適用不可は英語が高いようであ
るが，とくに英語で高いものに，平等主義，現場主義，企業別組合，持家制度，
給料前貸，従業員持株制となっており，現地管理者が福祉的なものが現地では
あまり適用出来たいと答えているのは興味深い点である。同時に，英語回答に
ついては，全体的に見て目本型経営を適用可とする回答が多い反面，適用不可
とする回答も比較的多い。したがって，日本型経営についての現地管理考の考
え方は二極分化しているとも言える。イソフォーマルな関係が，日本語で適用
不可が多いのに対して・英語は適用可がきわめて高く適用不可がなく，日本語
回答と英語回答で非常に大きなギャップが生まれている。おそらく生活憤習の
違いから日本人管理者は現地人を付き合いの悪い連中とみなし，現地人管理者
は自分達もイソフォーマルな関係を持っているとみなしているのであろう。
　一般酌に日本の製造企菜は，高い品質の製品をつくるために品質管理や工程
管理に力を入れ，生産コストを低減するために生産性向上の諸方策に力を入れ，
製造した製品を計画通り販売することから在庫管理に力を入れているといわれ
る。このための生産管理とそれに付随LたOJTや労使協調やQCサークノレ
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などはマレーシアでも非常に高い評価を受け，現地での適用が高いと認識され
ている。
　ところが，日本的価値観にもとづく経営制度，つまり終身雇用とか年功序列，
さらには日本的な福祉制度である持株，持家，給与の前貸しというのは現地適
用が難しいと評価されている。これは，現地の価値観，現地の長らく培ってき
た文化と相容れないものがあるためと考えられる。幽
　次にr技術・経営移転」についてみよう。技術移転については，全体的にみ
て英語回答者の方が移転済みと答えているものが多く（5図参照），現地管理
者の方が技術移転を高く評価しており，通常の日本企業は移転が遅いという評
価と異たっているのが興味深い。r技術移転」r品質管理」rメソテナンス」は，
英語回答はそれぞれ100劣，87，5％，75％と移転済みと答えているものの割合
が高い。日本語の回答についても，これらが移転済みと答えているものが62．5
％，43．8％，43．8％と高いが，一方今後移転されるべきものとして答えている
ものが，それぞれ25劣，50％，50％となっている。r操作技術」，r品質管理」
rメソテナソス」に継ぐものとLて，「生産技術」「技術改良」「金型開発」が
ある。「生産技術」については，日本語，英語両回答とも移転済みが25％とな
ってい飢　しかし，技術改良，金型開発については日本語はそれぞれ6．3％と
なっており，薬語の25．O％，12．5％よりはるかに低くなっている。
　r製造設傭」r新製品開発」そしてr設計技術」については，日本語・英語
ともに移転済みと答えたものはなく，今後の課題と恋っていることが分かる。
しかし，今後移転がされるべきものと見なしているのは，英語の回答の方が高
くなっている。r製造設備」，r新製品開発」、r設計技術」といったダイナミッ
クに変化し高度な技術については，現地管理老は今後強く移転を望んでいる
のに対L，日本人管理著の多くは今後とも移転するのが難Lいと考えているの
ではないかと恩われる。
　これは，現地の日系企業の日本人管理者の多くは，技術移転にたいして，現
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地管理考とは異なった見方をLていることから生じていると思われる。日本人
管理考は，マレーシア側ではrポストの現地化」とr技術移転」をほとんど同
じ概念として使用し，ポスト移転が員P現地への技術移転となると考えていると
指摘する。ポスト移転は権隈の譲渡を意味するもので，技術移転ば，これまで
現埴でつくれなかった製品がどれだげつくれるようになったかという，工業化
の手段と理解されているようである。
　さらに日本人管理考は，技術の性格を静的技術と動的技術とに分けて考え
る。静的技術は，進出初期段階の技術および現在工場で稼働している技術であ
り，その内容は通常組立技術，使用技術，運転技術などのオベレーション技術
で，移転すべき対象が明確であり，移転しやすい。実際，これらの技術につい
ては現地管理者は移転が進んでいると評価し，工揚内部ではほとんどすべて現
地人によって運営されている。
　一方，動的技術と呼ぱれるものがあり，これには改善技術，開発技術が含ま
れる。現在技術は絶えず研究され，開発され続けており，技術進歩の速度は速
くなりつつある。企業とLて，競争上優位に立つためには，世界市場に対し，
常に高品質製品をより安く供給しなげれぼならないし，同時に生産性を高めコ
ストを低下させて利益を生み出し，賃金上昇や諸経費の高騰を賄っていかなげ
れぱならなし・o
　このため，企業とLては常に動的技術の導入をはからねぱならない。つまり，
あらたな移転対象となる技術がたえず生まれることになる。現地コニ場が大規模
でしかも最先端を行く開発研究所のようなものをもたない限り，この動的技術
の移転は困難であるが，現地工場の規模，人林技術力からみてこれは困難と
なる。
　静的技術の典型的なものとしてオベレーショソ技術，動的技術の典型的なも
のとして研究開発技術があるが，この両考の中聞に改善技術と呼ぱれる分野が
ある。これは，修理技術や生産性，晶質向上を図るための工夫や手直しの技術
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などである。鯛
　このような技術移転は，もちろん現地の技術レベルや人材の教育水準，管理
能力と密接な関係をもつ。それでは，日本人管理老はローカル・スタッフの業
務能力をどのように評価Lているのか，全体的にみて，創業歴の長い企業ほど，
現地人スタヅフの能力を高く評価しているといえる。生産管理と設備管理では
r現地人スタッフで十分である」「ほぼ現地人スタッフで可能だが，時々目本人
のチェックが必要である」という段階が50％を超えており，日々のオベレーショ
ン技術は，遇半数の経営者が任せられると評価している。また，軽度の修理技
術や改善技術もある程度，現地スタヅフで行なえる段階に達Lていると言えろ。
　しかし，開発技術については日本人経営奏は現地人スタッフの能力について
かなり厳しい見方をしているのがわかる。こうLた点から，金型開発，製造設
備，新製品開発，設計技術について今後の移転の期待度に，英語回答と日本語
回答において大きな差が生まれたものと思われる。
　次に経営管理の移転についてみると．生産管理と労務管理では日本語，英語
で大き底差はなく，ともに半数以上が移転済みと回答している。在庫管理と購
買管理については，両老の認識のギャップが大きく，薬語では在庫管理の移転
済みが多く，日本語では購買管理の移転済みが多い。総合的管理は，日本語で
は移転済みが少なく，今後も移転されないと思うものが多いように思われる。
一方，現地では総合的管理について少L楽観的にみられているようである。
　輿味深いことはマーケティソグについてであり，日本語，英語ともにマーケ
ティソグの移転済みと答えるものはきわめて少ない。LかL，今後移転される
べきものと回答しているものが日本語，英語ともきわめて多くなっている。現
在のところ，マレーシアの日系企業の大半は地方分工場的役割しかもっておら
ず，マーケティ：■グ技能は香港やシソガポールの同一会杜か日本の親会杜が行
っているものが多いためと思われる。今後は，独自のマーケティソグ技能を発
展させたいと思う企業が多いことの反映であろう。闘
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　またシア・リー・メイ・リソ（Seih　Lee　Mei　Ling）のマレーシア製造業に
関する調査によれぽ，マレーシアで現在意識の低い経営管理分野は・マーケテ
ィソグ，技術，人的資源管理，そして情報システムと指摘されている。㈲企業
経営にとって最も重要な市場や消費老や産業ユーザーの二一ズという点が現地
において欠落しているのも，重要な間題であり，今後マーケティソグの移転が
主張されているという面を忘れてはならないであろう。
4．　目系企業における文化の意味
（1）日本企業の海外進出の意味
　経営資源の移転については，前節でみたごとく，いろいろな分野でいろいろ
な程度に現地化が進んでいる。
　しかし，一般的に言って，西欧企業に比べて，日系企業の現地化が遅れてい
るという批判が現地では強いと思える。実際，多くの欧米企業では本国の親会
杜から派遺されている経営管理者は少ないしまた全然いない場合も存在す
る。それに対Lて，日系企業の場合平均して従業員の1％は日本人が占めてい
る。
　童た，技術移転についても，欧米企業は迅速に技術移転を行うが・日本企業
は現地に技術移転をLたがら校い，と指摘されることが多い。さらには・日系
企業の日本人管理者は現地の人と交わろうとはしたくないのかという批判も聞
かれる。例えぱ，テニスの大会やダソス・パーティをセットしてもかれらは挨
拶してすぐ帰ってLまうというのである。こうしたことは・西欧企業の経営管
理考の間ではみられないという。
　こういった間題は何故生じているのであろうか。本当に日系企業は経営や技
術の移転をLたがっていたいのであろうか。それとも西欧企業とは異なったプ
ロセスで現地化を進めようとしているのであろうか。いったい，どこに西欧企
業と日本企業の差があるのであろうか。おそらく・両者の差異には文化的差異
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が反映されているのではないかと考えられる。
　どの国の企業も海外へ進出する場合，国内で培った経営システムを受入国に
持ち込むが，これは日本企業が海外に進出するにも同様で，目本国内で培った
経営システムを受入国へ持ち込む。現地の従業員や取引先の経営文化と目本の
経営文化が同一のものであれぱ，摩擦がなくスムースに受げ入れられる。とこ
ろが，爾者間に大きな相違があれぱ，摩擦が生じ，その摩擦を解決する方策が
とられなげれ｝まならない。
　おそらく，目系企業の抱える間題は，受入国のマレーシアにおいては，日系
企業の進出のタイミングと受入国の経営文化の基礎の椙違が大きな間題を生じ
たものと思える。しかL，一方で進出した企業もすでに20年以上の経営活動を
続けており，政府のルック・イースト政策などと相まって，r目本型経営」に
対する理解は受げ入れられつつあるように思われる。
　日系企業の抱える問題として第一にあげられるのが，海外進出の遅れと受入
国の既存経営文化の確立度であ私つまり，マレーシアにおいて日本企業が進
出Lた時には，経営管理について影響力をもっていたものは，イギリス型の管
理システムであった。特に一次産品，プラソテーションを中心とする企業はイ
ギリス系外資系企業が支配Lていた。しかし，1960年代にはマレーシアの独立
の影響。傑護関税の台頭，国際競争の激化のために，イギリスの製造業者たら
びに工一ジェソシー・ハウスは，マレーシアにおいて，食品・飲料・タバコ・
ゴム・金属製品の製造，農作物の加工に乗り出した。そうした動きにもかかわ
らず，1970年代においても，マレーシアにおけるイギリス投資の70劣は農業お
よび鉱業におげるもので，製造業は10．5劣を占めるにすぎなかった。㈱
　一方・土着のビジネスマンとしては華人の存在がある。小さな町には朝市商
人・喫茶店・屋台・レストラン，自動車や機器の修理，家具，食品加工の工作
場があ乱大都市では・卸売業，銀行・保険などの金融会杜，族行代理店，ホ
テル，ショッピング・センター，建設会杜などが華人によって経営されてい
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る。また，華人は中小の工場を経営し，ゴム履物，衣料，製材・合板，菓子類，
金物類，ブロックなどの製造を行っている。
　このように華人の活動は広範馴こ渡っているが，その経営の特質は，一般的
に規模が小さく，家族所有であり，経営においては効率よりも血縁による信頼
関係が重視されてい机また，移民とLての杜会的な立場から金銭的な成果と
投資に対する迅速次回収に対する性向が強い。このため，華人経営の企業の場
合には，その成長の制約が生じる。
　華人企業の場合，製材・合板，スズ鉱山，金細工などの製造業の現場におい
ては，フルタイムの従業員ではなく，現在でも，労働成果に対する報酬制度を
基礎とする，集団請負制（Pok　chow）が採用されている。また，職業や業種
についても，一族のギルド制が残り，同一の地域の出身者によって占められる
場合も多く，集団による保障と相互扶助を行っている。㈱
　マレーシアでは，近代的で大規摸な製造企業が成立するのは，1960年代に入
ってからのことである。したがって，一般の労働者が近代的労働管理に直函す
るのは，大体目本企業の進出と機を一にしている。したがって，マレー・シアで
は中閻管理者以上の人々と現場労働者では異なった経営文化が育っていったと
言いうる。中聞管理考達は，教育水準が高く，しかもイギリスを中心とした欧
米流の教育を受げている。Lかし，現場労働者については確固たる経営システ
ムが確立していないのである竈
　日本企業が進出したとき，経営を円滑に効率良く行うためには、こうした西
欧風の考え方を身に付けている人を雇い，r日本型経営」を理解してもらわな
けれぱならなかった。．しかし契約関係，対人関係，昇進システムなど日系企
業の方式は現地の人が理解しているものとは異なっていた。
　マレーシア杜会の第一の特藪は，大卒のホワイト・カラーと高卒以下との問
には，大き次学歴，能力籍差，杜会的身分格差が存在しているこ・とである。企
業内のこうした関係は日本の戦前の職員，工員の身分制度に近い．ものという。
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　　　　　　第6図　マレーシアにおける学歴別・年齢別賃金分布
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：MS）
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例えぱ，日系企業ではたとえ大卒であろうと最初は現場の仕事をさせ，個室な
どあてがったりしない。しかし，マレーシアではイギリスの影響を受けた一種
の資格会杜であり，こうした処遇には大卒は耐えられない。したがって，大卒
考の目系企業に対する評価はきわめて低くたっていった。一方，多くの目系企
業も大率の処遇には手をやき，高卒を雇い長年経験を積んでもらい幹部に育て
る方式をとっている。この場合，高卒の従業員も自分の資格では他の会杜でば
昇進に限界カミあることを知っており，定着する傾向が高い。㈹
　こうした学歴・資格杜会の特質は，学歴別，年齢別の賃金分布に明確に表れ
ている。第6図に示されているように，大率者の賃金幅は広く，年齢に応じた
上昇率はか底り高い。それに比べて，高卒，中卒の賃金幅は狭く，上昇はあま
り高くない。高卒と中卒の賃金は一部交叉することもあるが，日本の場合とは
異なり，大卒とそれ以外の賃金が交叉することはまったくない。
　資格社会と並んで、マレーシアでは金銭報酬に対する要求がきわめて高い。
日本の場合とは異たり，QCサークル活動なども労働時聞内に行い，その成果
に対しても金銭的報酬を与える企業が多い。したがって一自分の仕事に対して
報酬が高けれぱ，転職するごとも何の問題もない。この転職，ジョブ・ホッピ
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ソグの問題は，新卒者を杜内教育によって要請し，その過程で従業員が愛杜精
神や企業意識を持つ日本の雇用憤習と掛け離れたもので，この対応に目系各杜
とも苦慮している。マレーシアの離職率を7図にまとめている。マレーシァ日
系企業の離職率は1975年39．6劣から，以降急激に低下Lて，1980年27．0％，
1985年13．4％，1986年11．0％，1987年10．6％となっている。
　離職率の変化は，業種別に差が大きい。繊維産業では，1980年の56．9％から
85年に27．8％，86年11．6劣，87年5．2％と急激に減少している。ところが，電
気・電子産業では1975年に17．8％，80年に26．0％，85年に9．2％，86年11．4％，
87年7．3％となっており，85年の不況時に急減しているが，その後はあまり大
きな変化がない。この頓向は，その他の産業についてはもっと顕著で，1975年
の54，2％から80年に21，4劣と低下L，以後85年14．3％，86年10．4％，87年12．9
％と安定している。
　こうした急激な離職率の低下は日本型経営の理解が深まったと思えなくもな
いが，現地の日本人経営者たちはマレーシアの不況と離職率の低下が軌を一に
し，景気が回復すれぱ離職率は上昇すると理解している。
　引き抜きについては，マレーシアの場合調査結果では・平均して同業目系企
業1．0人，また他業日系企業ユ．7人，欧米系企業2．5人，そしてマレーシア現
地企業2．0人となっている。マレーシアの場合，他の国と比べてやはり欧米系
企業へ引き抜かれる場合が多く，最近進出している日系企業とすでに長い伝統
をもっている欧米企業との間のマレーシアにおげる評価の差が表れているよう
に一思える。
　前述の経営考の懸念は現実のものとなり，すでに1988年に入りマレーシア経
済の景気の回復に従い，離職率が急激に増加している。1990年のJACTIM・
JETR0調査によれば，1987隼以降の景気の回復を反映して，労働カ確保が厳
しくなりつつあることがはっきりしており，依然労務管理が重要淀間題である
ことが理解されている。回答企業119杜中67杜（57劣）が経営間題としてr採
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　　　第7図アセアソ各国別離職率
（％）
　　　　　　　　　　　　　　　r一タイ
　　　　　　　　　　　　　　　叶トインドネシア
　　　　　　　　　　　　　　　r←シンガポール
　　　　　　　　　　　　　〉†マレーシア
　　　　　　　ヱ970　　1975　　1980　　858687（年）
用難」を挙げ，44杜（37劣）が「ジョブ・ホッピング」を，30杜（26％）が
r賃上げ」を挙げており，主要工業地域における人手不足，賃金上昇の間題が
浮彫りにされている。
　マレーシアにおけるこうした離職率の高さは，横断的労働市場の形成，企業
の人事管理政策，個人の倫理などから生じている。とくに，企業が内部で人材
の育成・開発をするのではなく，必要とされる能力をすでに持ち，他杜で働い
ている人を職種と資格を指定し・新聞広告などを通じて外部労働市場を媒介と
して採用する方式が一般的であることによる。㈹1988年以降は景気が回復した
ため・こうした頓向は強まり・引き抜き問題としてマレーシア政府も行き過ぎ
を懸念し始めている。陶
〈2）中間管理考の役割
　日本企業の海外進出は，現在の西欧のスタンダードに対するひとつの挑戦で
あることをみたo
　後発型として日本企業のもつ宿命的な立場のために，受入国において日本企
業は，西欧企業とは異なった行動を敢らざるを得ない。日本企業の経営方式を
現地化するために・現地管理老との間に新しい経営文化を作り出L，現地管理
者が現地労働老に指示・命令を出すという形式をとらなげれぱならない。西欧
企業の場合には，この現地経営老と本国経営老との閻にすでに西欧スタンダー
　I182
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ドによる統合がはかられている。
　多くの日本企業の組織を単純化すると，第8図のような組織構造と人員配置
が考えられる。
　まず取締役会であるが，ブミブトラ政策により，会長レベルに現地マレーシア
人が入る場合が多い。そして，実際に経営にあたるのは，目本の親企業から派
遺された日本人経営者である。敢締役会の構成員には，親会杜の役員と親会杜
から派遺された経理部長が入り，現地では人事部長が取締役のメソバーとなる。
　杜長の下には，大体人事部，経理部，技術部，販売部，品質管理部，営業部
がある。労働条件や労働法規の問題が複雑であるため，人事部にば現地人を部
長として据えている企業が多いようであり，人事部内の人事，渉外，業務など
の課の長も現地の従業員が担当する。他の部については，部長代理，課長レベ
ルは現地人従業員が配置されている。
　また，杜長に直結する工場については，いくつかの製品については，現地人
管理考が工場長となっている。そして，各工場長に技術顧問として日本人の技
術老が配属されているのが一般的のようである。工場が一つの場合は，その中
の課単位で現地人と日本人の組み合わせがみられる。そして工場内のそれ以下
のレベ、’レには現地人が配属されている。
　さらに，この公式組織を実際に働かLていくために，各種の委員会が設置さ
れている。直接企業の生産に関係する安全・衛生，改善提案，品質管理，生産
技術，購買管理，事務管理，生活画に関係する杜内新聞編集，総会運営，親睦
クラブ，などの委員会やクラブが設置されている。これらの委員会については，
品質管理や購買管理といった重要なもの以外ぽ現地人が委員長となっている。
　確かに，欧米企業と比べて日系企業の場合親企業から派遣される管理者が多
いように見受けられる。この理由はコミュニケーショソの間題にあると考えら
れる。第9図に日系企業と欧米企業の本杜・現地におけるコミュニケーショソ
経営と文化の関係をまとめてみた。
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第8図マレーシア目系企業組織図
人事課 任用、登用、社員教育
課長（兼〕部長 従業員福祉
人事部
取締役都長 渉外課課長㈱部長 対外接渉、対外広報
マ
業務課課長　マ 給料計算、安全衛星
経理課 財務、予算、原価、課長　マ 決算
経理部
取締役部長 事務管理課 コンピュータシステム課長　マ
目
事務標準化
施設課課長　マ 電気、原動、家屋
マレーシア 技術部
目系企業 都 長
技術管理課技術仕様、図面課長㈱部長
社長 目 日
VR技術課VR製晶設計、工技…果長（兼〕都長
晶質管理部 製晶管理室 OC管理、製晶管理
都 長 室長　マ 計測管理
日 受入検養室
室長　マ 受入検査
販売錐進担当
営業1課兼部長代海外市場インド香港
部長代 マ営業部 営業2課 マレーシア
取締役部長 課長　マ インド、香港
日 販売管理課 販売管理、生産管理販売管理翅当 兼部長代 出荷計画
部長代 マ 製品管理課
課長　マ 製品俣管、入出庫
工作作業場 金型設書十制作
兼 マ 機械治異制作
杜長室
マ
杜長秘書、社内広報
注：マ＝マレーシア人
目＝目本人
ユ18皇
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〈㈱〉職制表
購買部
部　長
マ
生産技術課
課長　マ
品質管理課 一
課長　マ
購買管理担当 騰買課
VR工場 次長　マ 譲長（兼〕次長
工場長
兼社長
生産管理課
組立作業場 兼工場長代行
代行　　マ 兼工場長代 製造課顧間兼マ 課長　マ
個片作業場
兼］二場長代
生産技術課
課長　マ
品質管理担当 品質管理課
次長　マ 兼次長
EC工場
工場長 生産管理課課長　マ
マ
技術顧問 製造作裳場 製造1課兼工場長 課長　マ
日
製造2課
課長　マ
生産管理課
課長　マ
TN工場
工場長 生産技術課
目 兼　　マ
顧問 品質管理課
日 兼　　マ製造作業場
次長　マ
生産管理課
兼部長代
SW工場 品質管理課
兼社長 兼部長代
部長代 製造課兼都長代
設備機械保全
　　 　　機械治工具設計制作
受入、出荷検査
晶質保証
材料部品購入
外注管理、工場長直轄
生産管翼、進捗管理
原価計算、予算計画
VRコンペアーライン
VR自動組立機
ブレス、成型、切削
設備機械保全
設備機械保全
受入出荷検査
晶質保証、標準書管理
生産計画、原価計算
リード線加工
LS，MJライン
MOライン
生産計画、進捗管理
材料都品購買外注管理
機械設計、購入
設備保全
受入出荷検姦晶質保証
標準書管理
製造
原価管理、予算計画
生産計画、進捗管理
材料部晶購貫
受入出荷検査品質管理
標準書管理
製造、原価管理
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　　　　　　第9図　日系・欧米系企業のコミュニケーショソ経路
　1、目系企業　　　　　　　　　　　　　第3文化
　　　　　　　　　　　日本文化西欧文化　　　　　日本的経営　　　　　　　　　　　　　　マレーシア的経営
　　本社　　　　　　　　　ヨ本人　　現地人　　　　　　　　　　現地人労働者
　　　　　　　　　　　　管理者　管理者　　　　　（鵬〕　、葵語、（蓑簑語：誌妻誘）
2．欧米企業　　　　　　　　　　　西欧文化
　　　　欧米的経営　　　　現地人
本社　　　　　本畠人
　　　　（英語）　　　　　（葵語）
マレーシア的経営　　　　　　　　⑱
（蓑簑語：誌嘉語）
　同図から分かるとおり，日系企業の場合本杜と現地日本人管理者との問は，
国内の場合と同様に目本的経営と日本語にもとづく。ところが現地中聞管理老
の場合，マレーシアの教育あるいは海外での教育を通して，西欧的なスタソダ
ードは身についている。かれらは大体の場合英語をきわめて流暢に話す。鶴
　この点は，タイ，イソドネシア，そしてシンガポールとさえ大きく異な孔
第8表に経営会議におげる使用言語を各国ごとに示してある。同表によれぱ，
マレーシアは葉語の使用が79．2％と他の国の30～40劣台と比べてきわめて高
い。反対に，日本語だげの使用は，他の国が10劣以上あるのに4．2％ときわめ
て低く，日本語と英語の組み合わせが16．7％となって他の国よりかなり萬い。
タイやイソドネシアで，現地語が使周されているのと，きわめて対照的である。
　このような形態だと，日本人管理著と現地人管理者の聞のコミュニケーシ量
ンは比較的うまくいくが，日本人管理奏の聞に現地語のマレー語を理解できる
者が少なく，現地労働老との問のコミュニケーショソに若干問題が生じる可能
性をもつ。鰯
　現地日本人管理老も現地人管理老と英語で話す。雨妾とも英語で話すが，そ
の背景にある文化は大きく異なる。アメリカなどで教育を受げた日本人管理者
　I186
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使用言語 タイ1イソドネシアシソガポール マレーシア
英語 38，4（％） 48．3（％） 42．ユ（％） 79．2（％）
英語・現地語 4I3 10，3 ．0 ．O
現地語 1010 13．8 ．0 ．0
日本語 17．4 10．3 15．8 4．2
日本語・現地語 21．7 6．9 ．0 ．0
日‡語・英語 屯3 3．4 5．3 16．7
目本語・英語・現地語 6．5 3．4 ．O ．O
無固答 43 3．4 30．8 ．0
はまだ少ないし，一方目本語を話せたり日本の文化を理解できる現地管理者の
数はきわめて少ない。
　そのため，日本人管理者は日本語や日本的経営を現地の管理者に合わせて翻
訳し狂げれぱストレートには受げ入れられない。また現施人管理者も自らのも
つ西欧的文化を全面的に出すと日本人側に受け入れられない。大卒の場合往々
にしてストレートに自分のもつ文化を出すので，日本企業に受け入れられな
い。多くの日本企業が高卒を雇い，内部で育てて管理考に登用するのもこのた
めである。
　こうした状況の中で日本企業はいかなる方式で人材を育成しようとするので
あるか。まず他の国と比べて，重要な役割をもつ中間管理老の育成方針として
重要とみているものから挙げると，r能力重視」，r学歴重視」，そしてr人物重
視」となっており，他の国と比べて，「学歴重視」，「能力重視」のウエイトが
高い。また，マレーシアでは，他の国と比べてr外都登用」，r縁故重視」と答
えている企業がほとんどないのも興味深い。イギリス型の資格主義が定着して
いるために，学歴が重要視され，逆にこの方式だと日本企業の経営方式ぽ不利
なので，定着を図るために内都で育成する必要があると言えよう。
　後にみるように，日系企業の行う生産管理，それにともたう労働老の教育・訓
練に対する評価は高い。童た，こうした分野は成果が明確に出るので受入れら
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れやすい。しかし，日本企業の管理者や専門職の管理については，あ童り高い評
価が与えられていないようである。現在では，多国籍企業経営の歴史の長い欧
米企業の慣行がマレーシアでもホワイトカラーに普及していること，また，こ
のレベルでは経済のみならず杜会的価値観なども強く反映する。そのため，目
系企業に対Lてホワイトカラーは，「昇進が遅い」「現地の従業員を部長や重役
に登用Lない」r都長や課長になってもその地位に見合う権隈を与えられない」
「常に日本人駐在員から細かい干渉を受ける」という不満をもたらしている。
　このような立場を有している現地人管理考と日本人管理者の聞には日常レベ
ルで，対立・融合が生童れる。双方の主張，譲り合いにより，独自の経営スタ
イルを確立Lていくことになる。しかし，ここで日系企業は，日本型経営の駿
昧さによる大きな問題に直面し，現地経営考から不満が生じる。まず第一に，
目本型経営の中では年功序列がべ一スになっている。マレーシアではイギリス
型の資格主義とぶつか飢第二に，職務分掌・権隈がきわめて不明確で，権限
と責任がはっきりしない。これに伴って，第三に意思決定プロセスがはっきり
Lないという間題が生じ，現地管理者は自分が意思決定プロセスに参カロしてい
るかどうか分からなくなると指摘する。絢
　日本企業は，作業マニュアルや品質基準マニュアルといったものは完備して
いるが，職務分掌に使うマニュアルなどない。それは，本杜自身，職務分掌，
権限が不明瞭であるためで，現地管理著との良好な関係を築き上げるためには，
日本から多くの人を派遣せざるを得ない。そうしないためには，本杜自体の改
革が求められる。
　現地管理者レベルと現地労働考との聞は，マレー語と英語でコミュニケーシ
ョソカ桁なわれるが奉人の多い繊維産業たどになると，これに中国語が加わ
る。また，マレー語政策の影響により若い世代では英語が下手にたり，マレー
語の使用が一般になりつつあると言える。これに対応して，ブミプトラ政策導
入以後に雇用構造が大きく変化するが，その変化は197ト80年にとくに顕著と
　1188
　　　　　　　　　　　　複合文化における目本型経営　　　　　　　　　　　113
なっている。とくにマレー系の変化が大きく，この70年代に約60万人のマレー
系新規就業者が生じている。1970年にはマレー系就業人口構成比は第一次産業
（農業）が61、脇を占めていたが，ユ980年には農業の割合は45．6劣へと大きく
低下している。その結果，マレー系就業人口構成は，第二次産業・第三次産業
へのウエイトを高めていることになる。
　とりわげ，マレー人の第二次産業への移行がめざましい。この分野における
マレー系の就業此率が1970年の30．1％から80年には39．7％へと急増している。
さらには新規雇用老31万人のうち，華人は11万8，000人，マレー系15万3，000人
と，マレー系が多く雇用されている。これは，1970年代の繊維，電子部品，木
材加工などの輸出部門の急成長に伴い，この分野ヘマレー系労働考が雇用吸収
されたことによる。㈱
　Lたがって，マレーシアの労働考はこうした産業で働くという伝統がまだ十
分に確立していない。多くの現場労働老は近郊の農家を中心とするマレー系が
多い。したがって，この労働老は労働や経営に対する先入観がないため日本的
経営を受け入れる素地は大きい。
　同時に，マレー人の伝統的な価値観は，日本的経営の基礎となっている日本
人の魎値観，杜会規範と似たところが多い。かれらにとって目本的経営はそれ
ほど奇異にはうつらたい。したがって，この現場レベルのマレー系は，Kam・
pmgと呼ぱれる農業杜会の価値観をもつ。たかでも，かれらぱ自分たちの生
活におげる対立を避け，平和を楽しもうとする考えが強い。同時に・友人・親
戚，隣人を援助する“gOtOng　rOy㎝g”という相互援助の考えをもっている。
意思決定においては，“musyawarah”と呼ぱれる意見の相違を調整し，官意
に達する伝統を有している。㈱
　また，日本型経営の最も特殻的な点は労働管理を含めた生産管理があり，具
体的には0JT，労資協調，QCサークルといった形で表れている。これらは
成果も明確であり，現地管理の確立度の低いマレーシアでも適応が可能と評価
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　　　　　　　　第10図　職階別技能訓練方式（マレーシア）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　團日本への派遣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s企業外レクチャー
単　　　　　　　　　　　　z企薬内議習会　位6％　　　　　　　　　　　　圏Q・サークル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圏…（現地人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　翻0川躰人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　§マニュアル（現鰯）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　麗マニュアル（繍
　　　　　　工　　　　　　　・　　　　　　員　　　　　主　　　　　　　　　　　工　　　　　　　　　　　任　　　　　　　　　　　場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長　　　　　　　　　　　係　　　　　　　　　　　長
する日本人経営老は多い。Lたがって，アメリカやヨーロヅバに駐在Lたこと
のあるマレーツアの日本人経営考は，欧米よりもこうした日本型経営はマレー
シアで最もうまく適用でき，実際の経営成果も高いと指摘する。陶
　現場労働老レベルでは，仕事の内容が単純かつ弱確たので，第10図にみられ
るように，現地語のマニュアルの使用によるコミュニケーショソのウエイトが
高い。童た，企業内講習，QC，さらにはOJT（現地人）の割合が高くたって
いるので，現地管理者の重要性が大きい。
　日本人管理者は現地の言葉が使用できない場合が多く，この労働者レベルま
で接触はない。そのため，現場労働者を中心に日本人の管理者に労働老を軽侮
しているという不満が出て，現地の中間管理着が矢面に立たされる状況も生ま
れているようである。
　これに対Lて，職長・主任・係長レベルになると，英語マニュアルの使用が
増え，OJT（日本人）が増え，日本人管理者との結びつきが生じてくる割合が
高くなる。
　また部長レベルで現地語のマニュアルの利用が増加しているのは，ブミプト
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ラ政策で実質的な役割を果さない，形式的な勉位のマレー人部長が増加するた
めではないかと言われている。または洲参についてもブミプトラ政策のため，
形式的にマレー系の管理者をおくようになっているため，他の副こ比べて，実
質的な管理の役割を果す部長・工場長の日本への派遣の割合が低い原因ではな
いかと思われる。
　一方欧米企業についてみると，第9図からも分かる通り，本杜と現地企業の
連絡は・英語で行われる。現地企業の管理妾は本国から派遣される人は通鴬少
ない。現地管理老は通常親会杜の企業の国に留学などしており，本国人経営者
とのコミュニケーションが直接でき，本国の経営方式も理解している。現地人
管理者と本国人管理老の間のコミュニケーションでは，当初から対立・調整は
ないため第3文化が成立する余地はそれほどない。したがって現地人管理者に
現地での経営を全面的にまかせても，コミュニケーションや経営理解におげる
リスクはほとんど生じない。これは，たとえぱオーストラリアの大学を卒業し
たマレーシア人管理考が英語圏以外の企業において働く場合も同様である。
　西欧の考え万，価値観がいかに一般的に受げ入れられているのか，マレーシ
ア人留学生の数をみれぱ分かる。現在，アメリカに2万人，オーストラリアと
イギリスに1万5，000人留学しているといわれる。これに対して，日本への留
学生数は，ルヅクイースト政策で増加したとはいえ，研修生を含めても700人
にすぎないと言われている。1987年現在でこの数であるので，今管理者になっ
ている人々が大学を出た頃では日本への留学生は数えるほどしかいなかったの
ではないかと容易に想像できる。⑲
（3）本杜と海外子会杜とのコミュニケーショソ
　このように，目本企業は後発国の企業として，海外進出した場合には，日本
人管理考と現地管理考との聞で渥合文化をつくり上げ，かつその混合文化と現
地人労働老の間でまた混合文化をつくり上げるという二重構造をかかえてい
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る。
　西欧企業の場合，その経営方式や文化が比較的世界的なスタソダードとなっ
ているため，現地人管理考と新しく台頭してきた現地人労働考との間の混合文
化をつくり上げさえすれぱよい。したがって，本杜と現地管理者との直接的な
コミュニケーショ：■については，親企業の母国で教育を受げた人たちも多く，
ほとんど問題はない。経営の役割は現地管理老にまかせてしまえぱよい。
　ところが，日本の場合，今までのところ目本型経営や本杜の文化が世界的に
普及していないため，各国ごとに関係をつくり上げ，独自の渥合文化をつくり
上げたけれぱならない。そのために，西欧企業と比べて多くの管理考が現地へ
派遣され，かれらが現地管理老と本杜との問に立って，コミュニケーショソ上
の翻訳をすることになる。
　日本から現地へ派遺される管理考は現地のことは知らない場合が多く，現地
の管理者の申に目本の企業の経営について知っている人も少ない。したがって，
最初はトラプルが生じやすい。この点について，マレーシア松下電器杜長は次
のように述べている。
　日本とのコミュニケーショソができて，はじめて技術移転もスムースに
行われるようになる。現在のところ，現地の人では本杜とのテレヅクスの
やりとりの内容は理解されず，日本人がいることによってこれは可能にな
っている。早く現地の人がこれを行うようにならなけれぱならない。その
ためには，人問関係の確立が必要である。⑳
　もちろん，親企業と現地子会杜の間は時間が経てぱ両者の理解が深まり，関
係はスムースに行くようにな飢　しかし，現在では本杜と海外子会杜とのコ
ミュニケーションは問題をかかえているにもかかわらず，日本国内の本杜のコ
ミニュケーション・システムを変えようとしていない。そのため，現地へ派遣
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された管理者が大きな役割を果すようになる。この結果，日本から派遺される
駐在員の数がふえ，同蒔にかれらは本杜志向が強く，現地における政治，杜会，文
化に関心を払わないという間題が生じる。この点は，国際化の経験が長く，現
地に権限をもたせ，現地杜会に関心をもつ欧米企業を見習わなげれぱならない。
　Lかし，現地の日本人管理者だげが本杜の経営を現地管理者・労働謝こ理解
してもらうだげでは十分とは言えない。そのため，各企業は多数の労働考，管
理老を日本に送り込む。
　第10図にみられるように，マレーシアの場合日本へ派遣する層については，
一般工員レベルが514％，職長，主任，係長レベルで17．7％，課長レベル44．0
％，部長・工場長レベルで20．0％となっており，課長レベルの割合が最も多く
なっている。これは，生産管理や品質管理を重視する日本企業にとっては，こ
のレベルの管理者が現地労働考との関係をつくり上げる上で重要となっている
からと思われる。
　こうした日本への派遣については，中には1～2年ぐらいの長期の派遣もあ
るが，通常は短期のものが多い。そのため，コミュニケーション，あるいは本
杜の経営文化の理解について十分なものが望めない。
　松下グループのように大規模になると，大阪本杜近くの研修所に現地従業員
を多数派遣している。MELCOM杜の場合，1987年10月現在で，日本へ派遣
した従業員総数は339名となっている。現在働いている700人の男性従業員の
半数近くが日本の研修に行った経験をもつ。
　また，同杜では金型技術の修得など新製品の機械関係・操作については数名
1～2年の長期訓練のため日本に派遺している。ここでは，日本語の修得もさ
せる。現在，1年コース，2年コースの修了者が各々6名と7名いる。
　こうLた本杜と現地子会杜との間のコミュニケーションの問題を解決するひ
とつの方策として最近とられだしたものに，マレーシア政府のルックイースト
政策で，日本に留学したり、研修を受げた人々を現地子会社で採用することが
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ある。副
　ルックイースト政策のもとに始められた事業には二つのものがある。第一に
東方技術研修生の派遺である。1982年9月に，第一陣136人の研修生が日本に
送られてい乱これらの研修生は，企業，政府機関，教育訓練機関等の現場か
ら選抜きれた中堅技衡者が中心となっている。かれらは，約半年間の日本語教
育を受げたあと，目本において類似の現場で0JTを中心とした研修を約半年
聞うけ机毎年230名前後が日本に送られ，すでに1，600名の卒業生を送り出
している。
　第2に，留学生の派遺がある。学部学生は，マレーシアの高校を卒業した優
秀なマレーシア人の学生をマラヤ大学の予備教育センターに集め，1年目は日
本語，2年員は日本の高校の教科を日本語で教えるというものである。2年閏
の勉強を終了すると，この学生たちは日本の文部省を通じて，日本の各大学の
工学系，経済・経営を中心とする学部の1年生として入学L，以後日本人の学
生と同じような教育を受け札高等専門学校留学生は日本で1年の語学教育を
受げた後，各地の高等専門学校の3学年に編入する。
　1986年3月に高専第1期生が，また1988年3月に局専第2期生と学部留学生
の第1期生がマレーシアに帰国したが，この時現地の日系企業がかれらを採用
Lた。かれらは，日本語はかな．りすぐれており，また学部生とLて4年聞日本
で生活Lているので日本の生活や文化を十分理解出来㍍かれらの採用によっ
て，従来日本企業の抱えていた二重の混合文化の形成の問題が次第になくなる
可能性はある。つまり，従来日本人管理老が果していた本杜と現地子会杜の管
理者，労働者との閻の翻訳を，このルックイースト留学生たちが行うようにな
るであろう。ルックイースト留学生については，欧米へ留学する学生より能力
が低いとか，英語力が不足しているといった指摘もあるが，企業内における混
合文化の形成において大きな期待がかげられている。
　もうひとつの新しい方向としては，日本の本杜自体における国際化の進展で
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ある。目本企業の海外進出が活発になるにつれて，海外で働いた経験者が本杜
内で増えてくる。また，アメリカを中心とする西欧の大学で学んだ人たちも増
加しつつあるし、外国人従業員も雇いはじめている。これによって，本杜内に
海外子会杜とのコミュニケーショ1■をはかり，現地の混合文化の形成によって
つくり上げられた現地子会杜の経営方式を翻訳することができるようになりつ
つある。
　例えぱ，1960年代にタイ，インドネシア，マレーシアに毛布などの繊維製品
の生産のために進出した大阪の船場の中堅企業である山賢では，タイ語とイン
ドネシア語の分かる人が30人づつくらい，英語の分かる人が20人以上はいると
言う。この山賢も，マレーシア進出当初は，労働者のストライキなどもあった
が，現在ではすっかり現地に定着し，20年以上同杜に働いている女性の管理者
を現在工場長とするべく訓練し，現在一人いる日本人管理考（工場長）も将来
は帰国L，すべて現地の人々によって運営される準備をしているという。20年
以上の経験により，現地側も日本型経営を理解し，日本側も現地での経験の蓄
積により現地とのコミュニケーションが出来る人が育った結果，こうした事態
が生じてきたものと考えられる。鋤
（4）アセアソ地域における統制問題
　日系企業はこうした現地管理者や労働者との関係だげでなく，グローバル化
に伴う新Lい問題にも直面している。例えぱ，松下，ソニー，NCE次ど電気・
電子関違企業は，アセアソ内に多数の子会杜をもつようになっている。松下の
場合には13杜目の工場が建設されている　（第9表参照）。この他，イソドネシ
ア，タイ，シソガポール，フ4リピソにも工場を有している。こうした状況は
アセアソ地域への進出の遅かったソニーについても同様であり，同社はマレー
シアにすでに7杜有しており，シソガポールなど周辺諸国にも子会杜を有して
いる。
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第9表マレーシアの
　　　　MATSU・　MATSU－　MATSU・　MATSU・　MATSU・　MATSU・　　　　　　SHITA　　　SHITA　　　SHITA　　　SHITA　　　SHITA　　　SHITA
　　　　ELECT・　SALES＆　INDU－　　COM－　　AIR　　　TELE・NAME　OF　　　　RIC　SERVICE　　STRIAL　PRESSOR　CONDI－　　　VISION
COM－　　C0．（M）　SON．　　　CORP0一　＆MOTOR　TIONING　C0．，
　PANY　BH0．　　BHO．　　　RATION　SON．　　CORPO一　（MALAY・　　　　　　　　　　　　　　SON．　　　BHO．　　　　RATION　SIA）
　　　　　　　　　　　　　　BH0．　　　　　　　　　SON．　　　SON．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　BHO．　　　BHO．
MELCOM　MASCO　　MAICO　　MCMMACCMTV
設立　1965年9月1976年3月1972年4月一1987年1月1989年7月1988年5月
資本　　21．7　　8，7　　22．5　100．O（現地）　（56．9％）　（75．0％）　（20．0％）　　　（一）
累積投資額
1990年度
販売額
従業員
（人）
191
362
1，628
43
505
390
227
609
1，925
315
349
1，486
100．0
（一）
209
103
834
77．0
（一）
ユ06
251
8ヱ7
TV冷蔵庫MELCOM　ルームェアェアコソ用スプリヅトカラー・テ　　　　扇風機など用販売サー　コソ製品家電製品ビス
輸出比率
　（％） 27 90
コソプレッ型エアコソレビ
サーとモー
ター
100 ユ00 ユ00
出所＝社＝内資料o
　両杜とも，アメリカ・ヨーロッパではそれぞれ当該地域を統割するための地
域統轄本部を有していた。しかLながら，アセァン地域の統轄は日本の本杜で
なされていた。例えぱ，松下の場合一応松下電器産業のマレーシア子会杜の杜
長がマレーシア松下グループの代表となっているが，他の松下子会杜を統制す
る権隈を持っておらず，各子会杜は本杜の直接支配下にある。こうした事清は，
他の企業についても同様であった。
　こうしたアセアン・アジア地域への同一会杜の多数子会社の活動の一般化に
　l196
松下グルーブ企業
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1990年4月現在
MATSU　　MATSU　　MATSU－　MATSU－　MATSU－　MATSU－　SHITA　　　SHITA　　　SHITA　　SHITA　　　SHITA　　　SHITA
ELE－　　　ELECT－　　PRE－　　　ELE－　　　PRE－　　　REFRIG－
CTRONIC　　RONICS　　CISION　CTRONIC　　CITION　ERATORCOMPO－　DEVICES　INDU－　　MOTER　CAPA－　　INDU－　NENTS（M）SOX　　STR工AL（M）　　　　　CITOR　　STRIES（M）SON．BOD．　　CO（M）　SON．　　　（M）SON．（M）SON．
BHO．　　　　　　　　　　SON．　　　BHO．　　　BHO．　　　BHO．
　　　　　　　　　　　BHO．
MECOM　MEDEM　　　MP工MAEMMAPRECMARIM　合計
1…年1・月・…年・・月1…年・月・…年・月1・…年・月・…年・月
40．O
（一）
217
320
3，060
40．O
（一）
67
57
460
35．O
（一）
105
175
1，084
115，O
（一）
95
856
30．O
（一）
25
180
20．0　　　　　609．9
（一）　（3．8％）
23 1，623
2，334
（連結）
50　　　　12，770
コソデソサ電子セラミ電話用叩イ　O　A，ピデフィルムキ　コソブレッ
ー低抗器スックデバイクロカセッオ用モータヤシター　サーよう精
ウイッチなス　　　　　トなど　　一　　　　　　　　　　密都品
ど
97 98 97　　　　　100 95 100 71
目をつげ，シソガポールは新しい企業誘致政策をとり姶めた。これは，タィ，
マレーシア，フィリピソ，イソドネシア，台湾など広域に婁業活動を行なって
いる企業が，地域統轄機能やR＆D機能をもつ地域本部（OHQ）や部品調
達事務所（ZP0）を設置する場合には各種の特奥を与えるというものである。
例えぱ，0HQステータスを得た場合，33％の法人税を10劣に減少するという
ものである。
　この新しいシンガポールの政策は，ツソガポールの経済発展により労働力不
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足・賃金高騰，工場用地不足など生産活動を拡大することが今後困難にたるこ
とを考えて，今まで蓄積してきた交通・金融としての性格をさらに発展させ，
アジアにおける清報センターの役割を担おうとするシソガポールの生き方が反
映されている。
　この新しいシンガポールの政策は，多くの多国籍企業がこのアセアン地域を
中心にアジアで活動する場合のひとつの地域本部的役割をどこかに設置しなげ
ればならないという必要性にも合致する。例えば，ソニーは世界市場四分割構
想のもとに，ソニー・インターナショナルがこのOHQステースタを日系企
業として最初に受けている。松下も，その後アジア地域本部機能をシンガポー
ルに設置している。
　こうしたシンガポールの動きに対抗するために，マレーシアも1989年3月に
OHQ誘致のためのインセソティブを発表している。その内容は経営手数料，
金利，ロイヤルティー，配当金に対する優遇税率（10％）の適用や外国人ポス
トの認可などの優遇措置を含んでいる。鯛しかL，現在までのところ実効は上
っていないようである。
　いず棚こしても，今後数年問には今まで日本の本杜で直接統割されていたこ
の地域の日系企業の経営活動が，地域本部によって調整・統制されるようにな
ると思われる。しかし同時に，地域内の統制と本杜との関係が新しい間題とな
る。例えぽ，現在地域内の会議は現地スタッフも参加するので，英語によって
行なわれている。ルック・イースト学生の数が増えたりしても日本語で会議が
行なわれるようになるとは考えられない。日本の本杜は，グローバル経営のコ
ミュニケーショソを日本語でするのか英語で行なうのかといったことをはじめ，
本格的にグローバル化へ対処するための改革が必要とされるようになるであろ
う。
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5．　おわりに
　現在，マレーシアヘの日系企業の投資は，1985年秋以後の急激な円高の影響
を受けて，急増している。同時に，目本企業のマレーシアの投資は台湾，韓国，
シンガポール，香港といったNIESとの関連，タイなどアセァン諸国との関
連の中で生じており・相亙の関連がきわめて複雑になり，工程分業化，製品分
業化も進展L1大きなネットワークが形成されている。同時に，マレーシア経
済自体も経済の回復とNIES入りを目指した新しい発展を遂げようとLてい
る。この過程で，マレーシアでは工業用地不足，労働力，人材不足，賃金・給
与の高騰といった問題が生じつつある。
　こうした中で・マレーシアの日系企業は目本型経営の現地での適用と発展を
はかろうとしてい孔最後に・本稿でみてきた，マレーシアの日系企業の経営
活動の実態と問題をまとめることにしよう。
　第一に・日系企業は後発型として海外進出による宿命的な問題をかかえてい
るといえる。マレーシアヘ進出する企業は，第三文化を作り上げ汰げれぱなら
ない。しかし，その過程は日本と西欧企業との間では大きく異なる。日系企業
の経営システムの導入は，マレーシアにおげる西欧スタソダードヘの初めての
チャレンジであ孔日系企業はまず国際化の中心となっている西欧文化の影響
を受けた中閻管理者との間で渥合文化をつくり，その混合文化と現場労働著と
の閻で混合文化をつくり上げるという文化の二重構造をつくり上げなげれぱな
らない。これは，同じ第三文化の創造といっても，西欧企業が西欧文化と現施
文化との融合のみを考えれぱよいのと比べると，日系企業は当初から一種のハ
ンデイキャップをもっていることを示している。この問題を解決するためには
日本企業では間題の多いホワイトカラーの管理システムを改善し改けれぱなら
ない。
　この二重穣造を避けるために、最近目系企業はマレー系を中心に日本の大学
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や高専の卒業生を採用しはじめている。これによって，目本人管理考がおこな
ってきた現地人管理考とのコミュニケーシ昌ソによる第三文化の育成の手聞が
省げるようになり，将来は現地労働考との間での第三文化の育成に専念できる
西欧型に移行することが期待される。
　しかし，ここで閻題になるのは，ハイ・コソテクトの日本系企業本杜の制度
や考えを現地に通訳していた日本人管理考の役割を，日本語を話せたり，日本
文化を知っているマレーシア人が負担できるかどうかである。西欧企業と比べ
て，マニュアルたど明示的なコミュニケーショソ手段をあまり使用しない日系
企業では，日本人管理考に現地人管理者がとって替わることはきわめて厳しい
といえそうである。技術移転にしても経営移転にしても，ハイレベルのものは，
日本の組織の集団性によつて生まれたものであり，現地への移転は実現Lない
と思われる。それを解決するためには，日系企業はマニュアルの利用などアメ
リカ企業などに見られる明示的コミュニケーション手段の利用を増加すること
が必要である。とくに民族間題を潜在的に含むマレーシアのような複合民族国
家では，能力や業績の明確な評魎基準が重要であり，公正さを確立しなけれぱ
ならない。
　現在のコミュニケーション・システムのままでは，目系企業の海外での活動
が活発になるにつれて，多数の日本人管理考を海外へ派遣Lなけれぱならな
い。しかし，日本人の管理者の派遺はコスト的にもかなり高くつくといったこ
とからも，日系企業としてはいつまでも多数の日本人を派遣することぼ困難で
あり，現地こ経営をまかせなげれぱならないし，このためには本杜システムの
改善が必要と在る。業務管理，職務分掌を明確にして，管理者の権隈や役割を
はっきり決める必要があるであろう。また，本杜の意思決定プロセスを明確に
する必要がある。そうしなけれぱ，現地管理者はいかなる形で決定がなされた
のカ㍉現地従業員に伝えることができず，誤解を招く。受入国でよりよいイメ
ージを得るためには，意思決定のプロセスが明確にならたいといげない。
　ユ200
　　　　　　　　　　　　複合文化における目本型経営　　　　　　　　　　　125
　第二に，日本型経営と現地文化との融合による第三文化の形成に関して輿味
深いことは，マレーシアでの繧営活動が長けれぱ長い企業ほど現地管理者の能
力を高く評価し，現地化が進んでいることである。一見単純なことにみえるが，
現地化には年数と努力と忍耐カ泌要ということが分かる。とりわけ，1950年代，
60年代に進出した企業については規模も小さく，また日本型経営についての認
識も浅かったため，進出当蒔混乱がみられた。Lかしながら，20年以上の経営
活動の中で，本杜内にもマレーシア滞在経験老が育つなどして，第三文化と並
んで，独自の企業文化を形成L，日本人管理奏は近い将来すべて引き上げたい
という日系企業も現われ始めている。マレーシアでの経営の長い企業は，マレ
ーシア製品の品質は日本その飽の国で生産される製晶と比べて遜色ないという
企業が多く，マレーシアで開発された設備やシステムを目本に逆輸入している
ものもある。日常の現場におげる間題解決の積み重ねこそ，目本とマレーシア
の聞の歴史，杜会，文化の椙違から生じるギャップを埋める唯一の方法といえ
るのではなかろうか。
　一方，松下の場合のように大企業としての独自の企業文化を当初から持ち込
んだものもある。現在では，同杜はマレーシアにおける日系企業の模範的存在
といわれるが，マレーシアでば始業前の杜歌の合唱，七精紳の唱和など，一般
の人々にもよく知られている。松下をはじめ，欧米にも現地法人を有する在マ
レーシアの日系企業の管理老の多くが，西欧諸国よりマレーシアの方が経営管
理はやりやすく，企業の業績も良いと指摘する。これなども，西欧に比べてマ
レーシア猿自の経営管理システムが確立していないので，目本型経営も受げ入
れられやすいことによるのかもしれない。
　第三に，このようた第三文化，企業文化の育成にあたって大きな役割を果す
のが，日本から派遺された経営管理者である。とくに，立ち上がりの時点では，
これらの人々の果す役割が大きい。現地管理者からは，日本人管理着が3～4
年で交替するので，その都度経営方式が変わったり，現地管理考が同じことを
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説明したり，同じ問題に直面するという苦情も出ている。日本人管理者を現地
管理劃こ代替できない場合，その交替について，日系企業は工夫をすることが
必要のようである。
　一方，日系企業としては現地の中閻管理者が足りない，育たないという問題
を抱えているようである。資格杜会のマレーシアにおいて，あまり資格を重視
しない目本型経営は大きな間題点となる。多くの日系企業は，内部で育成する
方法をとっているが，内部での育成にぱ，時問がかかりすぎる，という閲題を
抱えている。
　第四に，日本型経営の移転について大きな役割を果しているものに，マレー
シア政府のrルックイースト政策」がある。これは日本や韓国などの労働倫理
などを屋習おうとするものである。この政策の中で評価されているものには，
日本型経営の中心的要素となるものが多い。
　ルヅクイースト政策の導入以来，欧米で教育を受げた一都の知識人から反発
があったが苦現在では政府の政策として定着Lているようである。政府がルッ
クイースト政策についての理解を求める過程で，日本型経営が理解され，人々
の関心の的となったことも看過できない事実である。
　また，このルックイースト政策のもとで，企業や役所の中堅の技術老や管理
老が数多く日本の企業や役所に派遺され、また留学生も派遺されて，日本型経
営を学ぶ嬢会を得た。その数は，欧米への留学生数と比べると未だ格段の差が
あるが，研修や留学を終えたマレーシアの人たちが，知日派として日本の文化
や日本的経営の理解老となっていることは否定出来ない。
　このようなマレーシア政府の政策との関連で，日系企業側がおこなっている
日本型経歓こ対する理解のための努力も評価しなげれぽならない。各日系企業
が個別こ努カするのみならず，互いに協力しあって日系企業の経営方式を理解
してもらおうとしている。そのための中心的役割を果しているのが，1983年11
月に設置されたマレーシア日本人商工会議所である。同会議所は，日本・マレ
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一シア間の相互理解の促進，パーセプション・ギャップの解消のため，現地当
局との対話を中心に対外活動を展開している。
　1986年9月のマレーシア政府の外資規制政策の抜本的見直しによる規制緩和
とイソセンティヴ政策には，同商工会議所の提案が大きな影響を与えたと言わ
れている。また，最近では，「金顧・税制・為替事情の改善」に対する意見活
動，ならびにr労働法の改正」に対する主体的協力をとりつけようとしてい
る。
　もちろん・こうした日本人商工会議所の活動の背景には，日本の経済や企業
の力が強くなっており，マレーシアの経済や政治に大きな影響を与えているこ
とはいうまでもたい。
　最後に，マレーシアの場合ぱ，アメリカやヨーロッパヘの進出とは異なり，
現場労働考の管理システムはまだそれほど確立してはいない。そのため，欧米
系企業は欧米型経営を導入L，日系企業は日本型経営を持ち込むといった形に
なっている。現在のところ現地資本の企業の経営システムが確立されていない
が，長期的にはマレーシア型経営の可能性が考えられる。とくに，伝統的な杜
会システムの変革の前に産業杜会，企業杜会が到来した点では，マレーシアは
日本と同じく後進国型であり壬伝統システムの経営への利用ということが必要
とな私例えぼ，もともと車を一緒に引っ張るという意味をもつ農村の“g0－
tOng　rOyOng”という相互扶助の考え方や，“musya　warath”という話し
合いの制度が存在する。こういった伝統的たものを企業の中に適用し，変容さ
せれぱマレーシア独自の経営システムも生まれる可能性もある。この点で，比
較的土着の価値観と近い要素をもつ日本型経営の果す役割は大きい。
　こういう形式で，日系企業ぱ日本型経営と現地文化との融合を図って，マレ
ーシア型経営システムを確立Lていくことが望まれるが，日本の経験を現地に
移転することが可能となるのは，日本的経営を越えてこのマレーシア型経営シ
ステムが確立されたときである。
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注（1）マレーシアの日系企業の研究については次のようなものがある。Hideki　Iwaoka，
　　“Japanese　Management　in　MaIaysia，”So刎肋五α5彦λ5ξα8肋必召∫，VoL22・No・
　　2（March1985）およびchee　Pen　Lim　and　Lee　Poh　Ping，∫ψ伽ω2〃クκ彦
　　／椛㈱肋舳”〃”α1αツ∫加（森健訳『マレーシアに対する目本の直接投資』，アジア経
　　済研究所，1980年）。他の国との比較の中でマレーシア目系企業を扱ったものとし
　　ては．市村真一編『アジアに根づく日本的経営』（東洋経済新報杜，1988年）およ
　　び山下彰一，竹内常善，川辺信雄，竹花誠児「ASEAN諸副こおける日本型経営と
　　技術移転に関する経営者の意識調査」（広島大学『年報経済学』1989年3月）など
　　がある。最近，目系企業の投資のマクロ的側面については。青木健『マレーシア経
　　済入門』（日本経済評論杜，1990年），個別企業研究を通Lた日本型経営・技術移転
　　については米山喜久男『適正技術の開発と移転一マレーンア鉄鋼業の創設　　』
　　（文員堂，1990年）といったすぐれた研究が出ている。
　（2）アソケート調査はJACTM会員の製造企業91杜に送付された。質間票は日本人
　　管理者は日本語，現地人管理者は英語で回答すると期待し・英言吾と日本語の2種類
　　を送付Lた。合計で24杜の回答を得た。内訳は日本語16杜，英語8杜である。この
　　成果としての集計結果が，山下他「ASEAN藷国における日本型経営」に発表さ
　　れている。本稿のデータ，図表は注記のない隈り，これによる。
　（3）戦前のマレーシアにおける日本の投資については，次のものを参照。妻彩菱「マ
　　ラヤにおける日本のゴム・鉄鉱投資」（杉山伸他／イアソ・ブラウン編薯『戦問期
　　東南アソアの経済摩擦　　日本の南進とアソア　　』（同文館，1990年）。
　〈4）　リム■ピソ『マレーシア』4－5ぺ一ジo
　（5）同上書およぴ『国際経済臨時増刊一マレーノア特集　　』（1988年8月），206
　　－207ぺ一ジo
　（6）佐藤行信「Ajinomoto（M）Sdn・Bhd・の経験」Bank　of　Tokyo・ctd・・州〃o例
　　∫肋郷肋肋ポ87肋〃α1”ツ∫｛σ（November，1987），18－22ぺ一ジo
　〈7）　『国際経済』，104ぺ一ジo
　（8）　リム■ピソ『マレイシア』5－7ぺ一ジo
　（9）小沢正義『TQAと経営の実際　　海外の経営体験を生かして　　』（日科技連，
　　1986年），162－163，166－168ぺ一ジ。また，この時期のマレーシアと日本企業の
　　動きについては，鳥羽欽一郎『二つの顔の目本人』（中央公論杜，1974年）に詳し
　　い。
　⑩　この地域のネットワークについては，青木『マレーシア経済入門』，第6章に興
　　昧深い議論が展開されている。また，撃僑のネットワークについては，斎藤優『ア
　　ジア発展回廊の構築一アジアの発展戦略一』（文員堂，1990年），6章参照。
　㈲　鳥居高「マレーソアー規制ラッンユ　　」（谷浦孝嬢編『アソアの工業化と直
　　接投資』アジア経済研究所，1989年），184ぺ一ジ。
　⑫　JACTIM・JETR0調査（ユ989年）。
　蝸　同上。
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⑭　日本貿易振輿会『ジエトロ白書一1988年版一』（目本貿易振興会，1988年），144
　ぺ一ジ。
（§　日本貿易振興会『ジエトロ白書一ユ989年版一』（目本貿易振翼会，1989）年，142－
　143べ一ジ。
鯛　中小企業のマレーシアの進舳こついては，各杜現地子会杜杜長とのイソタビュー
　による。
⑰　犬宏電機マレーシア杜長，鳥丸豊氏とのイソタビュ1一による。
鯛　『ジェトロセソサー』（1989年10月），mぺ一ジ。IACTIM事務局長小野弱氏お
　よびJETRO・KLセソター所長小沢博氏とのイソタピューによる。
㈹　東レの子会杜ペソ・ファイバーでは，こうした状況に対処するため日本国内より
　も進んだオートメーシ目ソエ場と0A化を進め独自の教育・訓練システムを開発
　しようとしている。東レグループ代表浅野茂とのイソタビュー｝こよる。また，マレ
　ーシア信越半導体では新鋭工場の建設をほとんど現地サイドで完成し，量近建設し
　たイギリスエ場から研修生を受け入れるほどになっているとい㌔マレーシア信越
　半導体杜長比村泰氏とのイソタピュー｝こよる。
⑳　マレーシアの外資政策については，鳥居「マレーシア」によるところが大きい。
㈱　ブミプトラ政策については，野村陸男「ブミプトラ政策と経済構造の変容」（堀井
　燵三／荻原宜之編『現代マレーシアの杜会・経済変容一ブミプトラの18年一』
　（アジア経済研究所，1988年），参照。
鋤　鳥居「マレーシア」参照。
偽　日本貿易振輿会『ジエトロ白書一1987年版一』（日本貿易振興会，ユ987年），131－
　132べ一ジ。
鋤　市村編『アジアに根づく日本的経営』，23－24ぺ一ジ。
鶴　金原達夫「国際経営における現地化の可能性」（『広島犬挙経済学論集』12巻1
　号，1988年6月）百
⑳　リム■ピン『マレーツア』，7－8ぺ一ジ。
鋤　日系企業の所有構造については，次のものを参照。原不二夫「新経済政策におけ
　るマレーシア日系企業一ベナン州，ケダー州での調査から一」（『アジア経済』
　28巻2号，1987年2月）および堀井健三繍『マレーシアの杜会再編と種族間題一
　ブミプトラ政策20年の編結　　』（アノア経済研究所，1989年），第3章，第4章。
鶴　リム／ピソ『マレーシア』，7－8ぺ一ジo
鋼　同上。
鉤　　JACTIM調査（1990）隼。
例　在マレーシア犬使館・JETRO調査（1987年）。
鉤　JACTIM・JETRO調査（ユ990年）。
鶴JACTIM調査（1989年）。
㈱　「国際シソポジウム　目本型経営は通用するか」（広島大挙経済学都，1990年3
　月），12，19－20ぺ一ジo
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鶴　マレーシア貝本人商工会議所労働委員会「目系企業と技術移転間題」（1986年4
　月）筥
鯛NECマレーシアでも1987年に長期言十画スタッフを雇用したが・これはマーケテ
　ィソグも含め，子会杜独自の較略を図ろうとするものである。同杜杜長村田笑一氏
　とのイソタピューo
eヵ　S葦eh　Lee　Mei　Ling，1980〃〃四ツ8伽〃四勉ψαo肋ガ〃817刎勿焔S拠〃2ツ灰2ヵo〃。
　VoL1and2（University　of　MaIasiya，1986）参照。
鯛　Jean－Jacques　Van　Helten　and　Geo旋ey　Johnes，“Br三tish　Business　in　Ma－
　laysia　and　Singapore　since　the1870’s，”　in　R－P．T，Davenport－Hines＆Geof－
　frey　Jobnes．，ed＆，β7物∫ゐ3郷肋2∫∫初　λ∫地　∫づ刎召1860（Cambridge　Uni－
　ve］＝sity　Press，1989），p．180。
㈱　Hamzah－Sendut，John　Madson，and　Gregory　Thong，〃肋”g肋g肋λ〃〃〃
　5oむ｛吻（Lo亘gman，1989），pp，54－55，28，56，61－64．
㈹　米山『適正技術』，281ぺ一ジ。
㈹　同上，368ぺ一ジ。
綱　“Way　to　Beat　Johor’s　Labour　Shortage，”W刎S肋桃η舳∫（August，2．
　1990），など多数の記事が新闘をにぎわしている。
陶　実際には，この中間に台湾など中国語の大学教育を受けた大率者もいる。
幽　アジア経済研究所「経済動力効果研究報告書一タイ・マレーシア基礎資料編」
　（1986年3月），308－314べ一ジに日系企業に対する現地の人々の評価がまとめられ
　ている。
陶　現地研究老による欧米企業と日系企業の比較研究においても，こうLた日系企業
　の特徴が明らかにされている。Ah　Ba　Sin，1）κ吻〃α伽α〃o〃伽δP2所07刎〃κグ
　λCo刎φ〃α〃四βS〃勿ぴ〃α1αツ8加勉S泌s〃｛〃加5げ助〃召〃1V螂〃o伽主0外
　g伽，Monograph　Series　on　Malaysian　Economic　A伍airs，VoL7（Faculty　of
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